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はじめに 

　１　点検・評価の趣旨 

　　　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正に伴い、平成 20 年度から教育 

委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、 

その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられ 

ました。 

　本市教育委員会は、法改正の趣旨に則り、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市 

民への説明責任を果たすため、施策及び事務事業に関する点検・評価を実施し、報告書を作 

成しました。 
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　　※地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）（抜粋） 

 

２　点検及び評価の対象 

　　　点検及び評価は、東かがわ市教育の大綱に掲げる主要な取組を点検・評価の対象にしています。 

 

３　点検・評価の方法 

　　　点検及び評価は、取組ごとに令和 7 年度の実績を明記するとともに、成果や課題等を分析し、今

後の取組を明記しています。 

 

　４　学識経験者の知見の活用 

　　　点検及び評価の客観性を確保するため、教育に関し学識経験を有する方のご意見をお聞きする「東

かがわ市教育委員会の事務点検評価委員会」を設置し、教育委員会が委嘱した３名の委員から、取組

についての評価と意見、提言等をいただきました。 

　委嘱した３名の委員は、次のとおりです。 

（敬称略） 

 

５　点検・評価結果の公表 

　　市民への説明責任を果たすため、本報告書を議会へ提出するとともに、東かがわ市Ｗｅｂページ

に掲載する他、市役所各庁舎口に備えるなど、点検及び評価結果の積極的な公表に努めます。 

以上 

 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に

関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。

 
氏　　　　名 所　　　属　　　等

 
阪根　健二 鳴門教育大学客員教授（名誉教授）

 
桒島　博人 元小学校長

 
岡本　香織 市ＰＴＡ連絡協議会ＰＴＡ母親代表委員長



- 3 -

 

令和８年度東かがわ市教育委員会の事務の点検評価書 

令和８年８月 

東かがわ市教育委員会の事務点検評価委員会 

【事務点検評価委員の意見、提言】 

【総括】 

　本年度も、各課における実施事業は、丁寧に誠実に実施されていることが良く分かった。3

つの重点項目は、全国的な課題であり、本市にとっても欠かせない課題だと考える。 

さて、本重点項目の根底に「人権教育」がある。市が推進する計画は、毎年確実に行われ、

啓発につながっている。例えば、禁煙教育が子どもたちから大人へ広がりを見せたように、認

定こども園での教育から指導者が発達段階に応じた共通の認識をもって指導に取り組んでいく

ことが、教育現場から家庭や地域に広がり、人権のまちの実現につながるものではないだろう

か。つまり、学校教育から生涯学習へと、個々の施策が他の効果に派生することも少なくな

い。本市では、各課が横断的に事務点検で情報共有できており、今後もこれを生かしてほし

い。 

最後に、今回の事務点検において、指導者の重要性が明らかになった。少子高齢化の時代に

おいて、指導者の確保は避けられない問題であり、その子どもたちの指導にあたる教員、支援

員、放課後児童クラブ支援員等、まさにその確保には知恵と予算が必要であろう。今後、自然

災害などが想定される時代であり、市民と協働し全世代にとってより良い環境が整うことを願

いたい。 

 

 

重点項目１【主体的に生きる基盤を育むこと　～家庭や地域を核として～】 

①　子どもの豊かな学びと育ちをみんなで支えます（地域人材や地域資源を生かした体験活動） 

　「土曜日授業運営事業」では、これまで学校週５日制の主旨から多くの成果があった。昨年度

の土曜日授業の登録者は 67.0%で、出席率が 53.9％であり、全児童数の 36.1％が実質の参加者

だった。参加者は減少傾向の感があるが、仮に少人数になってもその意義は大きく、小回りが利

く利点もあると思われる。こうした点も考慮し、教職員の負担軽減を図りながら、地域の資源を

生かした体験活動などで、子どもたちがもっと地域を知る機会を増やし、故郷への思いを育てる

チャンスとして、今後の在り方について検討を重ねていただきたい。 

「放課後児童健全育成事業」では、運営業者が代わった年度であり、難しい面が多々あったか
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と思われるが、当初に巡回頻度を増やす等の対策を行い、大きな問題なく円滑な運営ができてい

たと思われる。スムーズな引き継ぎや巡回等で、現場にかかわり続けている市の体制の良さが生

んだ結果であり、大きく評価できる。今後とも子ども、保護者が安心できる運営の継続をお願い

したい。 

「職場体験協力支援事業」では、職場体験によって、単に憧れだった職業であっても、実際の

訓練や職場を体験した結果、様々な努力や苦労の様子をつかむことができ、関心の範囲が変わっ

たと思われる。どのような進路に進むべきか早い段階で考えられるようになった点が大きく、今

後さらに充実してほしい。 

 

②　つながりの中で愛着と誇りを育みます（家族への愛着、ふるさとへの愛着、自己肯定感の育

成） 

「こどもひろば事業」等の子ども政策は、人口減・少子化の現状から、市民にとって必要性の

高い事業であると思われる。昨年の本委員会で広報の必要性を取り上げたが、それを受け、ＳＮ

Ｓなどで積極的に広めるなどの工夫がみられる。さらなる充実に向けた取組をお願いしたい。 

「食育推進事業」や「地産地消推進事業」では、給食センターの努力に敬意を表したい。保護

者からは、ふるさと給食などの取組で学んだ内容（大内パセリやオリーブハマチ、まんばのけん

ちゃんなど）を、夕飯のときに子どもから話してくれたり、給食の再現を要求されたりと聞く。

その際に、Ｗｅｂページから作り方を見つけて、夕飯の献立に活用しているという声があり、そ

の効果を示していると思われる。ただ、昨今は市民から安全な食の提供を求められており、引き

続き衛生管理などに細心の留意をお願いしたい。 

 

③　安心して学べる環境を共につくります（支え合う風土の醸成、人権尊重、生命尊重、防災・

防犯） 

「人権・同和教育研究会事業」や「しあわせづくり研修会事業」など、人権教育の啓発におい

ては、コロナ禍で集合研修などが制約され、事業継続が困難な状況があったが、様々な工夫がな

され、ほぼ回復したといえる。事業のさらなる充実に努めていただきたい。 

安心して学べる環境づくりにおいて、学校を含めた教育行政への理解が重要であり、市民・

保護者への啓発活動が特に必要である。全国的に、学校や教育委員会等への要望内容が増える

傾向にあるが、その際に市民や保護者がどう協力できるのかという視点も取り上げ、家庭や地

域の力を生かしていけるような取組をお願いしたい。そのために、事業企画・運営において

は、市民が自分事として何ができるかという考え方を広げていくような企画を望みたい。 
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重点項目２【主体的な学びを支える力を育むこと　～学校や園を核として～】 

①　学びの中核的スキルを習得させます（学びの連続性、読み書き計算、基礎体力、生活リズム） 

　「こ小連携事業」では、幼児と児童の交流がその主旨だが、市民から、年長組の時小学五年生

との交流によって、就学後登校班での登校がスムーズに進んだといった報告もあり、事業の派生

効果だと思われる。 

「東かがわ市図書館運営事業」では、読み聞かせボランティアグループの協力を得ながら、市

民に好評な事業が定期的に行われており、施設が有効に活用されていると認められる。 

 

②　主体的な学習のプロセスを学ばせます（学び方を学ぶ、対話的学び、授業改善、教員研修、

デジタルツールの活用、英語ツールの活用） 

「ＩＣＴ教育推進事業」では、次期学習指導要領での情報教育の充実が企図されている現状か

ら、早期に整備の必要があるが、令和７年度も引き続き電子黒板等の導入や大幅な機器更新を行

ったことで、安心して対応できると思われる。総額は大きいが、ここでの投資を避けると教育水

準が低下する恐れがあり、ここに重点を置いたことは評価できる。 

主体的に学ぶ力を育てるには、主体的に研修し力をつけようとする指導者が必要である。指導

者は、今日よりも明日はもっと力をつけたいと考えているため、研修は重要である。そのため「教

員研修事業」において、教員提案型の研修を実施している。子どもが学校教育で身に着ける力に

直結している研修事業は欠くことのできないものであり、授業研究はもとより日常生活での意

見の尊重など質の高いコミュニケーションをめざした研修をさらに充実していただきたい。 

 

③　より良い社会を創る力を育成します（価値の創造、コミュニケーション力、SDGｓ、平和

教育） 

「英語教育関連事業」は、本市の教育の特徴である英語教育の充実であり、市民からも大きく

評価されている。学力の調査でもその効果が現れている。これは筆記テストだけでなく、コミュ

ニケーション能力であり、これを伸ばせる機会が身近にあることが評価されている。海外交流を

含め、外国に親しむ事業などで、外国に対する理解と外国語への苦手意識がなくなることを期待

している。特に、英語教育や海外交流事業は、リーダー養成を通して地域貢献にもつながってい

ることから、さらなる充実をめざしてほしい。 

学校では避難訓練を、火災、地震、不審者などテーマを決め定期的に実施しているが、いざ

というときのために、子どもだけでなく、大人も防災意識などをアップデートすべきではない
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だろうか。 

重点項目３【主体的に学び続けられる環境を整えること　～生涯学習を核として～】 

①　持続可能な学びを保障します（誰一人取り残されない、学校適正規模、マネジメント、働き

方改革、部活動改革） 

　「部活動及び地域クラブ関連事業」において、少子化で部活動等の取り組み方も変わっていく

必要がある。東かがわ市は地域展開の先進市として注目を集めている。スクールバスの活用や指

導者確保の活動など、その動きには敬意を表したい。いずれにしても、子どもたちにとってより

良い環境であることを期待する。ただ、競技経験者と未経験の先生など、学校によって顧問のミ

スマッチングなどを指摘する例もあり、保護者の気持ちに寄り添った対応も必要であろう。その

際に、学校の事情などを積極的に説明することが重要であろう。 

 

②　教養・文化の推進、健康の増進を図ります（市民の豊かな学び、文化・芸術・スポーツ振興） 

スポーツ少年団だけではなく、子どもたちにスポーツを指導している団体は、スポーツ施設を

無償もしくは半額程度で利用できる制度などの要望が市民にある。こうした制度の確立は予算

の問題もあり、難しい点だと推察するが、人口減の本市において必要な施策だろう。 

「スポーツ施設の整備充実事業」において、東かがわ市温水プールは極めて好評な施設であり、

本市のスポーツ行政の成功例になったといえるだろう。様々なスタジオ教室や屋内でのオリエ

ンテーリング、屋外でのイベント等、集客をめざした創意工夫がみられ、多くの市民が集う場所

になってきている。そこには、市民のニーズに合わせた取組の工夫がある。ただ、こうした施設

整備には大きな予算が必要であり、ランニングコストも大きい。今後、他施設の老朽化など計画

的な運用を求めたい。また、とらまるてぶくろ体育館の床や照明、観客席などが修繕され、夏以

外の環境はとても良くなった。今後、他の重要な施設整備もあるとは思われるが、近い将来、市

内で大型イベントが実施できるエアコンが整備された体育館ができることを願っている。 

 

③　文化を大切にする社会を構築します（シビックプライドの醸成、文化財保護と活用） 

「ジオパーク構想推進事業」や「引田城跡保存活用計画策定事業」は、地域の財産をこれから

先どのようにしていくかの見通しをもった計画・実施をお願いしたい。東かがわ市で育った子ど

もたちがみんな行ったことがあると言えるような取組がほしい。 

「ふるさと教材活用事業」では、市教委が作成した社会科副読本をＷｅｂページに掲載したこ

とで、県外から問い合わせがあったと聞く。これからの時代はこうした口コミの効果が大きい。

それがふるさとの誇りにつながることもある。 
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①　子どもの豊かな学びと育ちをみんなで支えます （地域人材や地域資源を生かした体験活動） 

 

 事業名 

（所管課）

土曜日授業運営事業 

（教育総務課）

 

事業内容

学校週５日制の趣旨を踏まえた土曜日の過ごし方に焦点を当てて、市内全ての小学

校において土曜日授業を実施する。これまでの実績、学校行事及び地域行事等との調

整を勘案し、地域ボランティアや大学・高校等と連携を図りながら、各校の特色ある

取組を推進する。

 

令和 7 年度 

実 施 内 容

各小学校の全学年を対象として、当初の計画どおり年間 6 回ずつ実施した。 

　令和 6 年度に引き続き、大学や高校等との連携による学習支援、地域ボランティア

による体験活動や創作活動、各種団体による学習会など、外部人材による体験型の活

動を中心に授業を実施し、幅広い内容の活動を体験、学習することができた。 

また、グランドゴルフやスプレーアート、瀬戸芸と連携したワークショップなど、

普段できない貴重な体験を提供することができた。  

　３校の登録者数の割合は 67.0％、出席率は 53.9％であった。 

　　　（事業費：1,738 千円）

 

今後の取組

引き続き、関係機関と連携を図りながら、家庭や学校・地域が連携して子どもたち

が体験活動に参画できるような取組を推進する。また、令和 8 年度より、土曜日授業

の今後の在り方について検討を行う。

 事業名 

（所管課）

地域学校協働活動推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

家庭・学校・地域社会が連携して子どもたちの生きる力を育むため、地域の方々や

保護者がもつ様々な特技や趣味などを生かした地域教育力により子どもたちへの支援

を行う。学校のニーズに応じた多様な人材確保に努め、学校の求める支援内容に沿っ

たボランティア等の人材確保、発掘に努めマッチングしていく。

 

令和 7 年度 

実 施 内 容

各小中学校で、地域の方々や企業・団体による「学校支援活動」を行った。授業支

援では、市職員による「防災教室」についての学習を実施した他、野菜づくり、水主

米栽培、老人クラブによる昔遊びなどを実施した。実施回数 829 回、ボランティア延

べ 29,338 人が参加した活動を「学校支援活動だより」にまとめ学校ごとのボランティ

ア活動の周知を図った。 

重点項目 1　主体的に生きる基盤を育むこと　～家庭や地域を核として～
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 （事業費：351 千円）

 
今後の取組

各小中学校区に配置した地域コーディネーター間の情報共有と打ち合わせを密にし

て、より良い学校支援活動ができるよう努める。

 事業名 

（所管課）

放課後児童健全育成事業 

（保育教育課）

 

事業内容

放課後、家庭に保護者のいない児童の居場所として、安心安全な環境を確保し、遊

びを通した健全育成を図る。 

　運営に関しては、令和２年度から民間委託しており、安定した職員配置に加え質の

向上に努めている。具体的には、コミュニケーションアプリを活用した緊急連絡網の

整備やクラブ便りの発信、継続的な研修の実施や毎日の始業前ミーティングなどを行

っている。 

　今後も児童クラブの安定した運営のため指導・助言を行っていく。

 

令和 7 年度 

実 施 内 容

各小学校区に計 12 クラブを開所し、放課後、家庭に保護者のいない児童のため、安

心安全な居場所を確保した。 

　令和２年度から５年間、運営していた業者から別の業者に代わり、新たな体制で運

営を開始した。年度当初には特に巡回の頻度を増やし、児童クラブが適切かつ円滑に

運営されているか確認を行った。支援員は、継続して研修会に参加するなど資質向上

に努めるとともに、コミュニケーションアプリ【マチコミメール】や連絡ノート等を

活用し、保護者への情報発信を行った。 

また、保護者の個別相談の内容等を支援員が情報共有し、保育教育課や学校等と協

議しながら改善を図ることで、利用者満足度の向上に努めた。 

新たな取組では、スポーツと遊びのプログラムである【リーフスポーツ】を運動支

援員によって実施した。その他に、こども会議において本市について学びを深める機

会を設け、その後、Ｗｅｂ会議システムを活用し、他市町の放課後児童クラブとのオ

ンライン交流を実施した。交流では、学びを生かした地元紹介のプレゼンテーション

を行ったほか、活動の企画、準備及び運営を児童たちが主体的に担うことで、主体性

を育んだり、地域への理解を深めたりする機会となった。 

なお、令和６年度に引き続き、待機児童はゼロである。 

〈登録者数及び利用率:令和７年５月１日現在〉 

 クラブ名 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 合計

 引田児童クラブ 13 27 24 25 19 5 113

 白鳥児童クラブ 39 40 33 21 16 16 165
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（事業費：　114,559 千円）

 

今後の取組

児童や保護者にとって、より良い放課後児童クラブとなるよう、引き続き、学校や

こども家庭センター、委託業者と連携を図るとともに、定期的に巡回し、児童や保護

者が安心して利用できるよう指導・助言を行う。 

また、施設の長寿命化対策として、令和９年度に工事に着手できるよう大内小学校

多目的棟外壁の塗装改善工事の実施設計業務を進める。

 大内児童クラブ 52 49 47 38 17 8 211

 登録者合計 104 116 104 84 52 29 489

 学年別児童数 140 163 162 170 159 147 941

 学年別利用率 74.3% 71.2% 64.2% 49.4% 32.7% 19.7% 52.0%

 事業名 

（所管課）

わくわくチャレンジ教室開催推進事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

３歳児から小中学生を対象に、市民等が講師となり各種教室を開催・運営する。参

加している子どもたちが、講師や学校・学年の異なる子どもたちと交流しながら、様々

な体験を通して、自主性や社会性を育む機会を提供する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和 7 年度は、年間を通して８教室開講し、市民等 23 人とスポーツ推進委員が講

師となり園児及び児童生徒 122 人が受講した。 

　子どもたちに文化、体験活動及び地域住民との交流活動等の機会を提供できた。ま

た、令和５年度から体を動かす楽しさを知ってもらうため、運動あそびを取り入れて

いる。 

【教室】たのしいおこと、たのしい絵手紙、お茶・お花、クッキング、運動あそびなど

８教室開講 

（事業費：351 千円）

 
今後の取組

地域での体験活動を通じて若年層の公民館離れを防ぐ有効な事業であることから、

引き続き教室を開講する。

 事業名 

（所管課）

少年少女発明クラブ開催事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

小学３年生から６年生を対象に、発明や工夫する楽しさと、創造する喜びを体得さ

せ、豊かな創造力と観察力を養うことを目的に、様々な実験や工作に取り組む場を提

供する。
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令和７年度 

実 施 内 容

６月から３月まで 19 回実施。クラブ員 20 名、指導員６名で前半は発明くふう展へ

の出品をめざして作品づくりを行い、クラブ員から 10 名もの受賞者が出た。後半は、

身近な材料を使っての飛行機づくり、ロボット操作、三本松高校生による科学実験等

を通して科学の魅力を体験した。 

　　　　　　　　　　　　（事業費：854 千円）

 

今後の取組

香川の発明くふう展及び平賀源内発明くふう展へ出展をめざし作品づくりを９回実

施してきたが、学年により作品づくりのスピードに差があるため、進捗を見ながら教

室の構成を調整する。

 事業名 

（所管課）

自然体験推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

学校教育法において「学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊

重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと」と規定されるなど、自然体

験活動を行うことは極めて有意義である。本市においても、５年生時及び７年生時に、

屋島少年自然の家、五色台少年自然センター等で宿泊学習を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市内全小中学校６校が宿泊学習を実施した。 

・引田小中学校５年生・・・・・7/9・10　　 屋島少年自然の家 

・白鳥小中学校 5 年生・・・・・6/16・17　　屋島少年自然の家 

・大内大川小中学校 5 年生・・・5/28・29　　屋島少年自然の家 

・引田小中学校 7 年生・・・・・9/29～10/1  五色台少年自然センター 

・白鳥小中学校 7 年生・・・・・9/8～10       五色台少年自然センター 

・大内大川小中学校 7 年生・・・6/12～14　  五色台少年自然センター

 
今後の取組

継続して、５年生時及び７年生時に、屋島少年自然の家、五色台少年自然センター

等で宿泊学習を行い、自然体験活動の場を設ける。

 事業名 

（所管課）

職場体験協力支援事業 

（教育総務課）

 

事業内容

キャリア教育の一環として、市長部局主催による「じもと×しごと発見フェア」を

開催する。市内中学生が職場体験に臨む前段階の学習として、直接企業からの説明を

聞き、働くことの意義を理解し行動をすることで学びの向上をめざす。

 令和７年度 

実 施 内 容

計 27 社の企業及び官公庁による「じもと×しごと発見フェア」を６月に開催し、市

内３小中学校８年生（中学２年生）が参加した。参加企業のほとんどが地元企業であ
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②　つながりの中で愛着と誇りを育みます（家族への愛着、ふるさとへの愛着・自己肯定感の育成） 

 

 
り、生徒にとっては、地域の魅力を再発見する場となっている。同時に、本市にとっ

ても、地元企業の PR の場となっている。 

また、実際の職場体験学習の際には、同企業が受け入れをする仕組みが定着してお

り、その事前学習として本説明会があるため、業務のイメージが湧きやすく、効果的

な学習となっている。 

（事業費：41 千円）

 
今後の取組

　本合同説明会は今後も継続実施の予定である。各小中学校と密に連携を図りながら、

効果的な実施をめざしていく。

 事業名 

（所管課）

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

各校の見守りボランティア団体を中心とした学校内外における児童の安全体制の確

保を図る。 

地域ボランティアによる集団登下校時の安全面のサポートや防犯教室等の体験的な

活動を通して、子ども自身に危険予測・回避能力を身につけさせるとともに、地域ぐ

るみで市内小学校の子どもの安全確保や学校の安全管理体制の整備・充実を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

　「東かがわ市通学路交通安全プログラム」に基づき、子どもたちが安全に通学でき

るように、関係機関が連携して大内小学校区の交通安全総点検を実施し、危険箇所の

改善を行った。各校で学期末に通学路・通学手段を再点検し、危険箇所について協議

した。子どもたちの防犯教室等については、各校の実態等に応じて計画的に行われた。 

また、地域ボランティアによる見守り隊は登下校時の見守り活動を継続して行った。

 

今後の取組

本プログラムに基づき交通安全総点検を計画的に実施する。フェーズフリーを活用

した自然災害等の様々な課題に対応する地域ぐるみの安全整備に努める。また、関係

機関とも連携し、専門的知見からの指導・助言も求める。

 事業名 

（所管課）

子ども会育成事業 

（生涯学習課）

 

事 業 内 容

子どもたちが主体的に生きる力を養えるよう、社会活動である子ども会活動を、地

域への愛着や異年齢交流による協調性を育むための重要な活動として位置づけ、より 

一層活性化するための支援事業を実施する。
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令和７年度 

実 施 内 容

令和７年度は、12 月に親子で楽しむお魚料理教室を実施し、旬の魚を親子 21 名で

調理し試食した。７月に予定していたジオサイトクルーズは、悪天により開催中止と

なった。 

具体的には、子どもたちや育成者同士の交流を深める機会として、キャンプ教室や

料理教室を開催するなど、地域の様々な課題やニーズに応じた事業を実施する。 

また、子ども会活動の良きリーダー、サポーターとなるジュニア・リーダーを育成

するため、新たな会員の募集や各種研修、地域行事への派遣等を併せて行う。 

（事業費：52 千円）

 
今後の取組

屋外イベント等については、天候に左右されるため、実施時期を検討するとともに、

メニュー等の検討に取り組む必要がある。

 事業名 

（所管課）

子育て支援連携事業 

（保育教育課）

 

事業内容

子育て支援関係団体、子育て支援センター等の施設職員及び主任児童委員・ボラン

ティア等関係者間でネットワークを構築、連携を深めることで、地域における子育て

及び各種子育て支援事業の効果的な実施を図る。 

　「子育てネットワーク会議」において、関係者間で子育てに関する情報を共有する

ことにより、子育て支援拠点の充実を図る。併せて、子育て応援アプリ【母子モ】に

よる市民への情報発信も積極的に行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

子育てネットワーク会議を４回開催し、各地域子育て支援センターの利用状況をは

じめ、子育て支援についての情報共有・情報交換及び活動の場の提供を行った。 

また、子育てネットワーク会議の構成員に、市子ども・子育て支援団体活動補助金

の交付団体を加えて、より地域に根ざした子育て支援ネットワークを構築した。 

【母子モ】の配信数を増やすとともに、令和５年度に導入したオンライン予約機能

を周知した結果、訪問者や閲覧数の増加につながった。 

〈登録者数:令和８年 3 月 31 日現在〉　（　）･･･令和６年度実績 

　　 457 名　　　(392 名) 

〈訪問者数(アクセス数):令和７年 4 月 1 日～令和８年 3 月 31 日〉 

　12,635 名　　(11,783 名) 

〈閲覧数(ページ展開数):令和７年 4 月 1 日～令和８年 3 月 31 日〉 

　39,908 回　　(36,505 回) 

（事業費：726 千円）



- 14 -

 

 
今後の取組

引き続き、関係者間でネットワークを構築、連携を深めることで、地域における子

育て及び各種子育て支援事業の効果的な実施を図る。

 事業名 

（所管課）

こどもひろば事業 

（保育教育課）

 

事業内容

子育て世帯が誰でも気兼ねなく利用でき、子どもと保護者が安全かつ安心して過ご

すことができ、楽しみながら、遊んだり、交流したり、子育ての不安や悩みを相談で

きる居場所を提供する。また、子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・

子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、相談や

情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

教育支援センターふれんど教室敷地内の空き教室等を土、日、月に開放し、保育に

関する十分な知識と経験を有する者を 3 名配置したほか、月に１回公民館などに出向

き移動ひろばを開設した。 

　季節や天候に左右されない屋内遊び場を整備し、遊びの提供、育児相談、子育てイ

ベントなどを実施して、身近な交流の場づくりを推進した。 

　子育て支援コーディネーターが保護者個々の困りごとなどに対して、情報を取りま

とめ、子育て支援事業などが円滑に利用できるよう支援した。また、子育て情報の収

集・連携のため、市内の地域子育て支援センターなどを巡回するとともに、主にＳＮ

Ｓなどで子育てに関する情報を発信した。 

開所日数 147 日（土、日、月、移動ひろば［月 1 回］） 

〈利用者数（延べ人数）〉　　　　　　　　　　　（　）内は、令和 6 年度利用者数 

〈利用者アンケート（令和７年 10 月実施）〉 

　(１)　施設の設備・管理　満足 76 人、まあまあ 14 人、不満足 0 人、無回答 2 人 

　(２)　職員の対応　　　　満足 82 人、まあまあ　7 人、不満足 1 人、無回答 2 人 

　(３)　今後の利用　　　　利用したい 90 人、利用しない 0 人、無回答 2 人 

（事業費：7,953 千円）

 今後の取組 令和８年度も引き続き土、日、月及び月１回の移動ひろばの開所とし、こども家庭

 来所 こどもの内訳 その他 

地域住民  組数 こども 大人 歲0～2 〜3 5 歳 小学生

 
延べ利用者数

1,085 

(742)

1,565 

(1,204)

1,308 

(846)

839 

(464)

577 

(539)

149 

(201)

73 

(26)

 
1 日の平均利用者数

7.4 

(7.5)

10.6 

(12.1)

8.9 

(8.5)

5.7 

(4.7)

3.9 

(5.4)

1.0 

(2.0)

0.5 

(0.3)
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 センターと連携した地域子育て相談窓口の設置や子育て支援コーディネーターが子育

て情報の収集・連携のため、市内の地域子育て支援センターなどを巡回するとともに、

ＳＮＳやＷｅｂページなどで子育て情報を発信する。

 事業名 

（所管課）

家庭教育学級事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

人権学習や子育て支援、家庭教育に関する学習の機会を拡充することにより、現代

の課題に対応できる親としての教育力を高め、保護者間の交流や情報交換を図ること

を目的に、市内の未就学施設や小学校等の保護者で組織する団体に委託し、家庭教育

の充実を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

　認定こども園（３学級）、小学校（３学級）、ひまわりの会（１学級）計７学級で家

庭教育学級を開設。親子ひな人形づくりや陶芸教室、食育学習会、芋掘り、講演会、

親子体操、野菜づくり、人権研修など様々な事業を各学級で実施し保護者間の交流を

図った。 

（事業費：395 千円）

 
今後の取組

１学級の開設委託料は５万円としているが、計画していた事業ができず戻入する学

級もあるため、計画的に事業を実施できるよう柔軟な実施方法を検討する。

 事業名 

（所管課）

食育推進事業 

（給食センター）

 

令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校の児童生徒全員の身長・体重、活動の状況などのデータ収集を年３回、

公立こども園は就学直前の５歳児に１回実施し、実態把握のデータ収集を行い、各児

童生徒の推定エネルギー必要量を算出したうえで、各クラス、各学年の配食量を求め、

各学年の基準となる児童生徒の身体状況に応じた適切な給食栄養量を設定し、各学

年・クラス単位での栄養管理に取り組んだ。 

給食を通して、指導の内容を整理した「東かがわ市フードアクションプラン」に基

づき、各学年ごとに管理目標を設定し、年間指導計画を作成することにより、学級活

動・教科の指導を年間５7回、給食時間の指導を年間延べ３６８回実施した。また、各

校において保護者に対する啓発・相談など年間３回実施したほか、児童生徒に栄養バ

ランスの取れた食事の摂取方法や食に関する正しい知識と理解を深めるため、給食の

喫食時間を利用して、校内放送でその日の献立に関係する食文化の紹介や「給食ぱく

ぱくクイズ」と題して、クイズ形式で食材の由来や知識を学んだ他、新たに動画を取

り入れた紹介を月に２回程度実施し、尚一層の食育の推進啓発に取り組んだ。
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今後の取組

学校給食摂取基準に基づいたきめ細やかな栄養管理を実践するために、クラス単位

で給食栄養量の過不足を調整していくとともに、食材の高騰を受け、さらなる残菜の

低減に取り組んでいく必要がある。 

アレルギー対応は、マニュアルの周知徹底を図るとともに、アレルギー物質を含ま

ない食品を使用するなど、より安全安心な給食の提供に努める。

 事業名 

（所管課）

地産地消推進事業 

（給食センター）

 

事業内容

学校給食を通して、新鮮な地場産物の味や旬の味を知らせるとともに、地域や食へ

の興味・関心を高め、理解を深める。また、伝統的な郷土料理を継承しようとする心

と態度を育む。 

また、令和３年度策定の第４次食育推進基本計画に基づいた地産地消率の算出方法

が示され、基準年の地産地消率が算出できたことから、継続年は基準年からの地産地

消率の維持・向上をめざす。

 

令和７年度 

実 施 内 容

毎月の献立作成時に、調達が可能な地元食材を積極的に取り入れ、地産地消を推進

するほか、毎月設定している「ふるさと給食」の日は、東かがわ市産を中心とした新

鮮な旬の地場産食材を使用し、郷土料理や行事食にも積極的に取り入れている。また、

関連した地域の伝統や行事は、給食中に放送で紹介し、郷土料理や行事食に対する興

味や関心を子どもたちにもってもらえるよう啓発した。 

東かがわ市産の地場産物は、年間の全献立中170回の給食に提供した。 

（令和６年度 174回） 

令和７年度の地産地消率は4８.９％となった。（令和４年度基準年 45.5％）

 

今後の取組

地産地消率は,令和４年度（45.5％）基準年の目標率を上回るように努める。引き続

き関係機関と調整しつつ、多様な地場産物を年間を通して計画的に取り入れ、家庭や

地域に対して引き続き地産地消の啓発を推進する。

 事業名 

（所管課）

食育啓発事業 

（保育教育課・給食センター）

 

事業内容

幼児期は、「食習慣」を決める第一歩となる大切な時期であることから、野菜栽培や

収穫した食材を調理する体験を通し、五感を育み、楽しくおいしい食事ができるよう

その環境づくりに努める。また、家庭教育学級や毎月の「食育だより」の発信など様々

な機会を捉え、保護者に対しても「食」の大切さについて啓発に努める。学校給食献

立をこども園の給食に取り入れるなど、給食センターとの連携を図る。
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③　安心して学べる環境を共につくります（支え合う風土の醸成、人権尊重、生命尊重、防災・防犯） 

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和３年度から給食の委託運営及び３歳以上児の給食について、給食センターより

提供しており、給食センター等関係機関と協議し、スムーズな運営ができるよう取り

組んだ。また、地域の生活研究グループや漁協などから旬の地場産物を納入し、給食

に利用した。 

各認定こども園では、園庭等を利用した野菜栽培などを行い、苗植えから収穫、調

理体験などに取組み、収穫した野菜は園でクッキング活動をしたり、給食で提供した

りすることで食に関心を持つ機会となった。また、収獲した野菜を家庭に持ち帰るこ

とで季節の野菜への関心を高め、おいしく食べる意欲につなげた。 

保護者に対しては、各認定こども園において、給食試食会や家庭教育学級、毎月の

｢食育だより｣の配付、資料の掲示など様々な機会を捉え、啓発を行うとともに、食生

活アンケートを実施し、実態の把握に努めた。特に、心と身体を育む幼児期の食の大

切さについて伝えるとともに、食を通して幼児と保護者の触れ合いとなるよう努めた。

 

今後の取組

日々の給食を食育の一部と捉え、旬の食材や地場産物、郷土料理などを取り入れた

献立を展開する。引き続き、給食内容の調整及び検討を行う。また、食生活アンケー

トを実施し、食に関する課題の把握及び啓発を行う。食育活動と保護者への啓発は、

今後も継続して実施する。

 事業名 

（所管課）

教育支援センター「ふれんど教室運営事業」 

（教育支援センター）

 

事業内容

不登校、不登校傾向の児童生徒に対する教育相談、体験活動、学習活動等を通して、

学校復帰や社会的自立をめざす。 

令和７年度　⇒　開室日 204 日

 

令和７年度 

実 施 内 容

教育支援センター「ふれんど教室」に専門支援員・支援員を配置し、支援活動を実

施した。令和７年度のふれんど教室通級生は、中学生４名、小学生４名の計８名。 

学校復帰に向けた支援を基盤として、子どもの特性や個性と現在置かれている状況

を考慮しながら支援を行った。 

アセスメントシートを活用し、個別面談を実施するとともに、随時、教員とのケー

ス会議の開催など、学校と連携を図りながら個々に応じた支援方針を検討した。また、

年２回の保護者面談や三者面談（年度末）を実施し、家庭の状況や保護者の思いを把

握し、家庭へのより良い支援につながるよう努めた。 

通級生同士の関わりでは、野菜や花の栽培や、季節ごとにお楽しみ会を実施するな

ど、気軽に交流できる機会を設けた。また、コミュニケーション力の向上をめざし、
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 地元のコミュニティ協議会の協力のもと、グランドゴルフ、そうめん流し、餅つき等

の行事を継続し、より多くの人との交流・体験の場を提供した。 

（事業費：4,794 千円）

 

今後の取組

個々に応じた支援方針を検討し、学校復帰や社会的自立を支援していくとともに、

集団生活を通して、人間関係が築けるような活動を行う。 

引き続き、地域との交流など、効果的な活動に取り組む。

 事業名 

（所管課）

スクールカウンセラー活動事業 

（教育総務課）

 

事業内容

臨床心理に関して高度かつ専門的な知識・経験を有する者を各小中学校に配置し、

児童生徒のいじめ等の問題行動や不登校の早期発見・早期対応や未然防止、心理的サ

ポートに努めるとともに、保護者の子育て等の悩みにも寄り添える相談体制を構築す

る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

学校を拠点に、県から派遣されたスクールカウンセラーを活用し、関係諸機関との

連携を図った。各校の生徒数に合わせて、各小中学校の児童生徒、保護者、教職員に

対して、生徒指導上の助言等、相談活動を実施した。 

（相談件数・延べ数） 

小学校　　　　児童…181 件　保護者…76 件　教職員…27 件 

中学校　　　　生徒…129 件　保護者…28 件　教職員…58 件 

ふれんど教室　児童… 31 件　保護者… 0 件 

   また、市内教育相談担当、ＳＣ、ＳＳＷ等で構成する「東かがわ市教育相談研修

会」を年間２回開催し、市や各校の現状を情報交換や、事例研修を行った。 

（10/3､3/3） 

（事業費：317 千円）

 

今後の取組

小中学校児童生徒のいじめ等の問題行動や不登校事案への対応だけでなく、保護者

の子育て等の悩みなど、教職員では対応が難しい事案に対してスクールカウンセラー

に相談できるような体制をつくる。昨年度より実施している「東かがわ市教育相談研

修会」を継続して開催するとともに、適応指導教室「ふれんど教室」に、令和７年度

からスクールカウンセラーを配置し、不登校傾向の児童生徒や保護者の教育相談を計

画・実施していく。
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事業名 

（所管課）

教育福祉等連携事業 

（こども家庭課・教育総務課）

 

事業内容

地域、学校、家庭等において様々な困りごとのある概ね 18 歳未満の子どもに対し、早

期発見及び早期対応、未然防止に努めることを目的に、教育及び福祉等の関係機関が連携

しやすい体制を構築する。 

　医療（医師）、福祉（スクールソーシャルワーカー）の専門アドバイザーを活用し、多

角的な面から子どもの支援を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

こども家庭課こども家庭センターに配置された子ども家庭支援員が、認定こども園

や小中学校、放課後児童クラブ等へ月１回定期訪問及び参観等を行い、情報共有しや

すい体制づくりに努めた。教育総務課配置の教育支援センター専門支援員との定期的

な情報共有を行い、支援を要する家庭に対する支援の検討を行った。 

専門アドバイザー相談事業は、小児科医（月１回）は、教職員から子どもの発達面

や効果的な対応方法、医療の必要性等についての相談があった。スクールソーシャル

ワーカー（週１回程度）は、小中学校や教育支援センターふれんど教室等を巡回し、

保護者の個別相談や教職員へのスーパーバイズ等を行うことで、問題の未然防止に努

めた。 

（事業費：3,572 千円）

 
今後の取組 関係機関との連携を強化し、児童生徒へのより良い支援に努める。

 事業名 

（所管課）

支援体制整備・運営事業 

（こども家庭課・教育総務課）

 

事業内容

個々のケースについて、こども家庭課こども家庭センターや教育総務課及び保育教

育課が常に情報交換や協議を行い、関係機関へのつなぎや支援について、各校・園と

情報共有及び指導・助言し、児童生徒が抱える課題の早期発見・早期解決をめざす。 

要保護児童対策地域協議会を中心として、児童虐待の早期発見や適正な保護を行う

とともに、地域社会への予防・啓発活動を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

要保護児童対策地域協議会では、代表者会議（1 回）、実務者会議（４回）、関係者に

よる個別ケース検討会議（５回）を開催した。代表者会では、子どもを取り巻く現状

と課題についての研修会を実施し、関係機関の連携について理解を深め、実務者会議

においては、ケース進行管理及び支援検討を行った。 

また、こども家庭課こども家庭センターに配置された子ども家庭支援員が、認定こ
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 ども園や小中学校、放課後児童クラブへ定期訪問を行い、要支援等対象児童生徒の情

報共有、関係機関の紹介などを行った。 

オレンジリボンキャンペーンの啓発活動として、市内児童家庭支援センターと合同

で小中学校を訪問し、子どもへの啓発や、地域のイベントにおいてオレンジリボンの

ブースを設置し、児童虐待予防及びヤングケアラーの啓発や相談先の周知を行った。 

（事業費：232 千円）

 
今後の取組

子どもの課題が多様化しており、引き続き支援の充実及び関係機関との連携を図り、

児童生徒の抱える課題の早期発見、早期対応に努める。

 事業名 

（所管課）

障がい児加配職員配置事業 

（保育教育課）

 

事業内容

発達障害を含む特別な支援や配慮を必要とする幼児に対し、加配職員の適正な配置

に努め、幼児の発達の特性に応じた支援体制の充実を図る。 

私立就学前施設に対し、障がい児加配職員配置にかかる直接的な支援策として、障

がい児保育事業費補助事業を実施している。（月額上限 150,000 円／人）

 

令和７年度 

実 施 内 容

年 2 回の児童状況調査と施設訪問により、幼児の実態把握に努めるとともに、市

幼保障がい児加配判定委員会の指導・助言に基づき、公立の各認定こども園に 14 名

の加配職員を配置した。 

また、障がい児保育事業費補助事業により、私立の各認定こども園が配置する障が

い児加配職員の人件費相当額を支援した（配置職員数６名）。 

【加配職員数内訳】 

認定しろとりこども園　　　 ２名 

けいあいこども園　　　　 　２名 

東かがわこどもアカデミー   ２名 

（事業費：10,800 千円）

 

今後の取組

公立の認定こども園では、障がい児加配職員の適正配置、研修の実施等によるスキ

ルアップに努めるとともに、専門機関との連携、県事業等の積極的な活用により、幼

児一人一人の発達の状況に応じたきめ細やかな支援を行う。 

私立の認定こども園に対しては、市幼保障がい児加配判定委員会で支援が必要と判

定された幼児に対する加配職員の配置について、引き続き、障がい児保育事業費補助

事業を活用し、支援を行う。
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 事業名 

（所管課）

発達障害支援事業 

（こども家庭課・教育総務課）

 
事業内容

発達障害に対する正しい理解の啓発や、支援が必要な子どもへの早期支援及び支援

体制の充実を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市民に対して発達支援及び５歳児健診の理解促進を図るための講演会（発達フォー

ラム）を開催し、69 人の参加があった。 

各認定こども園において巡回方式による５歳児健診を実施し、125 人（受診率

100％）が受診した。認定こども園や関係課及び小児科医や市内児童発達支援センター

等の関係機関が連携し、健康の保持増進及びよりよい就学環境を築くための支援に努

めた。また、発達支援に関する専門知識や技術の理解を深めることを目的とする大川

地区子ども子育て特別支援保育士・幼稚園教諭養成講座を開催し、本市とさぬき市か

ら合わせて 24 人が受講した。 

こども家庭課・教育総務課・保育教育課・福祉課・児童発達支援センター職員と５

歳健診担当医師をメンバーとする発達支援連絡調整会議を開催し、関連事業の実績報

告、事業予定報告の提案及び意見交換等を行った。 

（事業費：330 千円）

 

今後の取組

認定こども園及び保育教育課、小学校等の関係機関と連携を密にし、早期からの発

達支援に関する取組を継続するとともに、個々に応じたきめ細やかな支援体制の構築

を図る。

 
事業名 

（所管課）

特別支援教育支援員配置事業 

（教育総務課）

 

事業内容

各学校の実態に応じて、特別な支援を要する児童生徒の実態把握に努め、各学校の

実態を踏まえ、適切に特別支援教育支援員を配置する。 

特別支援教育支援員を対象として、特別支援教育についての研修会を行い、支援体

制の充実を図る。

 
令和７年度 

実 施 内 容

通常学級で特別に支援を要する児童生徒の調査をはじめ、学校訪問を適宜行い、各

校の児童生徒の実態把握に努め、支援員を配置した。 

（事業費：13,604 千円）

 

今後の取組

学校の実態等を踏まえ、適切に支援員を配置する。今後、支援の一貫性をさらに充

実させるため、こ・小中の支援員の連携強化に努める。年度初めに各校で支援員との

今年度の支援について打合せを行い、支援方法や見通しについて協議する。
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事業名 

（所管課）

東かがわ警察署管内学校・警察相互連絡制度連絡会事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

少年育成センターに補導主事を配置するとともに、補導員を委嘱し、警察や学校等

と連携して青少年の見守りと補導活動を行う。また、東かがわ警察署職員を招いての

補導員研修会を開催し、情報交換を行うとともに青少年の実情や課題について見識を

深め、青少年の健全育成を推進する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

補導主事が月１回、さぬき・東かがわ地区生徒指導連絡協議会に参加し、さぬき市・

東かがわ市の生徒指導主事（高校）、さぬき、東かがわ両警察署との情報交換を行った。 

令和７年度の補導員研修会として、第１回は青少年健全育成事業についての説明・協

議を行った。第２回は、県立香川東部支援学校の特別支援教育コーディネーターによる

研修（発達に課題のある子どもの理解と支援）や、情報交換等を行った。 

青色防犯パトロールは、登校時のパトロールを強化し、171 回（令和６年度 246 回）

行った。 

（事業費：147千円）

 
今後の取組

関係機関との積極的な情報交換を行うとともに、東かがわ警察署や各小中学校との

連携を図り、より一層の青少年の健全育成に努める。

 
事業名 

（所管課）

こどもＳＯＳ事業 

（生涯学習課・教育総務課）

  

事業内容 
各学校やＰＴＡ、東かがわ警察署等の関係機関と連携し、地域の実情に合わせた「こ

どもＳＯＳ」の看板設置を継続して行い、学校及び児童生徒、保護者への周知を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

「こどもＳＯＳ」の看板設置者にアンケート調査を実施し、利用実績の把握、継続、

廃止の意思確認を行った。東かがわ防犯協会・東かがわ警察署や自治会、民生委員・

児童委員等と連携し、設置を推進してきたが、令和７年度の看板設置件数は、事業所

の閉鎖等の理由で、254 件から 238 件に減少した。 

　看板の破損等についての連絡は随時受け付けており、その都度、設置者へ新しい看

板を配布した。 

（事業費：7 千円）

 
今後の取組

関係機関と連携して取り組むことで、設置箇所のばらつきを解消するなど効果的な

設置に努め、児童生徒の安全・安心に資する。
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事業名 

（所管課）

人権・同和教育研究会事業 

（人権推進課）

 

事業内容

　就学前施設、小中学校、市内高等学校から選任された人権・同和教育主任及び学力

進路支援担当を中心に人権・同和教育研究会を実施している。部会では、講師による

勉強会、人権・同和教育の在り方・進め方等の協議、人権作品集「こんぺいとう」の作

成及び県外研修を通し、異校種の教職員が共に学び、情報提供を行うことをめざす。 

　また、東かがわ市教育研究指定校を指定し、就学前施設と連携した小中一貫校の特

性を生かし、異校種間での教育方法の情報交換、関係機関との連携強化を図る。 

令和 7 年度　⇒　3 指定校（1 園・2 校）

 

令和７年度 

実 施 内 容

選任された人権・同和教育主任及び学力・進路支援担当を対象とした研究会を開催

し、新転任教職員研修、就学前施設職員研修等に向けた協議・検討、講師による勉強

会を行い、人権・同和教育の推進に努めた。 

　子どもの想いを伝える人権作品発表会を市交流プラザで開催した。市内就学前施

設・小中学校、市内・さぬき市内の高等学校から選出された人権に関する標語・作文・

詩を保護者と園児、児童生徒が発表した。 

また、標語・ポスターを掲載した「人権カレンダー」、人権課題・豆知識を掲載した

人権作品集「こんぺいとう」は、就学前施設、小中・高等学校等へ配布し授業等で活

用されている。 

指定校事業は、令和 4 年度から指定期間を 2 年間に変更し、指定校である引田こど

も園、引田小中学校において、公開授業を実施した。 

（事業費：939 千円）

 
今後の取組

引き続き、就学前施設、小中学校、市内高等学校が連携を図ることで、子どもたち

への人権教育及び人権課題の取組に努める。

 事業名 

（所管課）

しあわせづくり研修会事業 

（人権推進課）

 

事業内容

市民や市内団体を対象にした人権啓発として、講師による人権に関する講話や映画

会の他、参加者にも考えてもらう参加者体験型研修「しあわせゼミナール」を実施し、

一人ひとりの人権意識の向上を図る。 

　市内企業に研修会を実施いただくために、人権会議部会や市Ｗｅｂページで周知す

るとともに各企業に合わせた実施方法にて学習機会を提供する。 

令和 7 年度　⇒　第Ⅵ期しあわせづくり研修会 31 回実施
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令和７年度 

実 施 内 容

市内の団体等からの依頼を受け、人権に関するＤＶＤ上映会を 17 回、「しあわせ講

座」を 14 回実施し 731 人の参加があった。なお、「しあわせ講座」14 回のうち 4 回

（市内企業 1 社・市内サロン 3 団体）は人権啓発推進委員とともに研修会を開催した。 

また、同和問題や多様性の尊重を主題としたＷｅｂ講演会の視聴や働く人の人権、

同和問題についての講義型研修に市内企業延べ 42 社の参加をいただいた他、研修会

後には人権会議への入会並びに事業所における人権研修にしあわせづくり研修会事業

を活用していただくよう推進した。 

（事業費：164 千円）

 
今後の取組

市内企業の事業所で研修会を開催していただくため企業訪問を行い、あらゆる人権

問題について正しい認識を得る機会を提供する。

 事業名 

（所管課）

保護者対象の人権・同和教育研修会事業 

（人権推進課）

 

事業内容

　就学前施設、小中学校の保護者を対象に、あらゆる人権感覚の習得や気付きにつな

げることを目的に、研修会や講演会等の人権・同和教育研修を実施している。 

　保育や教育を行ううえで、子育てに関することや、現状に応じた身近な人権課題を

取り入れた内容を工夫することにより、より多くの保護者が関心を持つ研修会実施に

努める。 

令和 7 年度　⇒　保護者研修 5 回（4 園）＋教職員研修 5 回（4 園）

 

令和７年度 

実 施 内 容

　保護者対象の研修会を、市内のこども園４園で実施し 216 人の参加があった。「親

子で絵本を楽しもう」の読み聞かせや、親子でふれあい心と体を育てる運動遊び等を

行った。 

　保護者の人権問題への正しい理解を深めるとともに、学校と家庭が相互に補強し合

うことにより、差別を許さない人間形成の場となった。 

　教職員対象の研修会をこども園 4 園で実施し 130 人の参加があった。こども園で

は、「子どもたちの幸せのために」等をテーマにした講話を行い、教職員それぞれに、

子どもたちの幸せのために安心して相談できる存在であってほしいと呼びかけた。 

　また、ハートフルコンサートでは、矢野デイビットさんがダブルとしての過去の葛

藤やガーナでの支援活動を通じて教育と心の在り方の大切さを歌を交えながら講演し

た。 

（事業費：185 千円）
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①　学びの中核的スキルを習得させます（学びの連続性、読み書き計算、基礎体力、生活リズム） 

 

 
今後の取組

保護者・教職員の希望や、改めて保護者・教職員として知ってほしい課題を取り入

れながら、引き続き人権教育や啓発活動を進める。

 事業名 

（所管課）

家庭学習・学習規律の充実推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

学校訪問や校長との目標面談等の際に、「さぬきっ子 学びの三訓」、「東かがわっ子

のやくそく」を活用し、家庭学習の習慣化・学習規律の徹底に向けた指導・助言を行

う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

学校訪問や市内現職教育主任研修会等の機会において、県教育委員会作成の「さぬ

きっ子学びの三訓」や東かがわ市の統一の学習規律基準「東かがわっ子のやくそく」

等を活用し、学習規律の徹底にいたる指導を行った。各校で家庭学習の手引きの見直

しを行い、家庭への啓発も行った。

 

今後の取組

継続して教育活動等の情報発信を行うことで、家庭との連携を深め、学習習慣の確

立をめざしていく。各学校において、家庭学習の手引きを適宜見直し、家庭での学習

や過ごし方等についても啓発を行う。

 事業名 

（所管課）

小中連携教育推進事業 

（教育総務課）

 
事業内容

各校 9 年間の学びを見据えたグランドデザインを作成し、実践を行う。小中学校双

方の利点を生かしながら、相互に連携し、より充実した特色ある教育活動を推進する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和４年度より全ての校区で小中一貫教育がスタートした。各校とも 9 年間の学び

を見据えたグランドデザインを作成し、実践を行った。具体的には中学校教員の小学

校への乗り入れ授業を展開したり、学習内容の連続性や専門性を生かした深い授業を

実践したりするなど、小中一貫校の利点を生かしながら、相互に連携し、より充実し

た特色ある教育活動が推進できた。また、児童会・生徒会との連携を図り、小中合同

の行事や交流イベント等の計画や実施について協議を継続して行っている。

 
今後の取組

小中一貫校の課題や改善点を洗い出し、就学前施設も含んだ東かがわ型の 12 年間

の教育体制を推進する。そのため、「東かがわ市授業力向上セミナー」をこども園でも

重点項目２　主体的な学びを支える力を育むこと　～学校や園を核として～
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 開催し、連続した学びの中で、教育を推進していく。 

また、継続して学校運営協議会の活性化を図り、地域と共にある学校づくりをめざ

す。

 事業名 

（所管課）

こ小連携事業 

（保育教育課・教育総務課）

 

事業内容

遊びを通して学ぶ幼児期の教育活動から教科学習が中心の小学校教育への移行は、

子どもにとって期待と不安が大きい。一人一人の子どもが小学校へのあこがれ、期待

を持ち滑らかに小学校生活に適応し、意欲的に過ごせるようになるため、就学前施設

と小学校との連携を強化する。 

特に、子どもの発達や学びの連続性を確保する観点から、幼児と児童の交流活動や

就学前施設教職員と小学校教職員の意見交換などを通じて幼児と児童の実態や指導の

在り方について相互理解を深める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

こ小合同(私立含む)で年間計画を立て、教職員の合同研修や相互訪問及び、小学

1・5 年生と 5 歳児の交流を行った。 

引田地区では、合同現教及び講師による師範授業・保育を行い、市内の全こ小の職

員合同で学び合い、就学の段差防止に努めた。丹生・大内・白鳥地区では、参観及び

協議の時間を設け、子どもの実態や指導方法について理解を図った。また全地区でア

プローチ及びスタートカリキュラムを作成し、段差防止及び相互理解に努めた。

 
今後の取組

交流、研修、カリキュラムの見直しなどを通して、計画的にこ小の連携を図り、滑

らかな接続のために相互理解を深めていく。

 事業名 

（所管課）

教材・教具整備事業 

（教育総務課）

 

事業内容

児童生徒への学習指導をより充実させ、効果的に学力を定着させるため、必要な教

材・教具の整備を行う。 

各小中学校の教材整備状況に応じた教材の整備を段階的に進め、学習環境の充実に

努める。

 令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校の要望等に基づき、児童生徒の学習に必要な教材・教具の整備に努めた。 

（事業費：13,972 千円）

 
今後の取組

小中学校の現状に応じた教材・教具の整備を段階的に進め、限られた予算の範囲内

でより効果的・効率的に整備を行うことで、児童生徒の学習環境の充実に努める。
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 事業名 

（所管課）

小児生活習慣病予防健診事業 

（教育総務課・こども家庭課）

 
事業内容

予防健診を通して児童生徒の食生活や運動習慣の改善などの指導を行い、小児生活

習慣病の早期発見及び予防に役立てることをめざし、予防健診事業を実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

小学生 155 名、中学生 163 名、合計 318 名に小児生活習慣病予防健診を実施した。

受診者のうち小児メタボリックシンドローム該当者は 35 名で、全体の 11％であり、

前年度比プラス 1.3％であった。 

小児メタボリックシンドローム該当者を含む有所見者に対する事後指導としては、

医師による診察、養護教諭や栄養教諭による生活改善等の個別指導を実施した。 

また、市こども家庭課の「東かがわ市子どもの健康づくりにおける地域・学校保健

連携事業」を活用した保健師による親子健康相談等の実施や、給食センターの「東か

がわ市フードアクションプラン」に基づいた食育学習を実施した。 

　（事業費：1,110 千円）

 

今後の取組

引き続き、小児生活習慣病の早期発見や検診結果等のデータの分析により予防に取

り組むとともに、家庭、学校及び関係機関が連携しながら、継続的に適切なフォロー

アップを図ることができるように事業を実施する。

 事業名 

（所管課）

「早寝早起き朝ごはん」推進事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

家庭教育学級等で、早寝（疲労回復や体の成長）、早起き（心のバランスを整える）、

朝ごはん（朝から活動的に過ごせる）の啓発グッズを配布し、生活習慣の大切さを意

識づけるよう啓発活動を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

読み聞かせ関連の子育て講演会を実施し、子育て世帯に読書を通して生活習慣を見

直すヒントとなる話題を提供した。また、「早寝早起き朝ごはん」のクリアファイル

を作成し、全国協議会発行の朝ごはんポケットレシピ等と併せて啓発グッズを配布し

た。 

（事業費：78 千円）

 
今後の取組

早寝早起き朝ごはんの啓発のためのグッズについて検討するなど、効果的な啓発に

努める。
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 事業名 

（所管課）

東かがわ市図書館運営事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

読み聞かせボランティアグループと協力して、地域に関するテーマ（歴史・人物）

を中心に紙芝居やカルタを活用し、子どもたちに地域の歴史や文化などに関心を持っ

てもらう場を提供する。 

土曜日授業への出前講座や施設見学などの機会を利用し、子どもの読書力や調べる

力の向上につなげる。

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和 5 年度に図書館で制作した「郷土カルタ」を、学校の授業でも実施してほしい

という声が上がるようになり、地域について学ぶ授業に図書館員が出張し、郷土カル

タと市に伝わる昔話の読み聞かせを行った。土曜日授業でも、郷土カルタや昔話の読

み聞かせを行い、子どもたちに地域の歴史や郷土について学び、郷土愛を育むきっか

けをづくりにつながった。 

また、市内読み聞かせボランティアグループに協力をいただき、市内のイベントで

郷土の紙芝居を行い、子どもから大人まで郷土の偉人について知る機会をつくること

をめざした取組を行った。 

職場体験を受け入れた際に、本で調べる楽しさを知ってもらう時間をつくったり、

仕事体験を通して読書の楽しさを伝えることに努めた。 

（事業費　22,549 千円）

 

今後の取組

郷土カルタや市内に伝わる昔話の読みきかせを通して、さらに市内の子どもたちに 

郷土について知るきっかけになるよう活動をすすめる。 

市内の 1 人でも多くの子どもに図書館を利用してもらえるように、イベントや情報

発信をすすめる。

 事業名 

（所管課）

学校図書館司書と図書整備事業 

（教育総務課）

 

事業内容

各中学校区ごとに学校図書館支援員を配置し、市内小中学校の図書館環境整備の充

実を図り、児童生徒の読書活動を推進する。 

また、地域のボランティアや読み聞かせグループとの連携を図りながら児童生徒の

読書活動の推進を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校の学校図書館支援員と連携した授業実践研究を行った。研究授業後の

授業討議では、発達段階や授業の目的に応じた連携方法について、建設的な意見が

出されていた。 

(事業費：4,508 千円)
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②　主体的な学習のプロセスを学ばせます（学び方を学ぶ、対話的学び、授業改善、教員研修、デジタ

ルツールの活用、英語ツールの活用） 

 

 
今後の取組

学校図書、新聞の充実を図るとともに、学校図書館支援員との連携実践をさらに充

実させ、効果的な授業展開を研究する。

 事業名 

（所管課）

学習意欲向上事業 

（教育総務課）

 
事業内容

各小中学校に「学習支援ソフト」を導入し、授業改善に取り組む。また、「ＡＩドリ

ル」を活用し、児童生徒が自主的に学習できる環境を整える。

 令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校において、朝学習や長期休業中の自主学習に「ＡＩドリル」を、学級活

動や総合的な学習の時間等に「授業支援ソフト」を利用した。

 

今後の取組

各小中学校のＩＣＴ担当者と研修を行う。定期的に小中学校における実践例を共有

し、「授業支援ソフト」や「ＡＩドリル」の利用促進と学習意欲向上に効果的な方法を

各校で実践する。

 事業名 

（所管課）

ＩＣＴ教育推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、児童生徒の情報活用能力の育成及び

教育活動の質の向上を図るため、ＩＣＴ環境の整備と教職員の活用力向上を目的とし

て実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

ＩＣＴ環境の整備については、県域で統一された Google アカウントの整備を実施

し、クラウド環境の活用基盤の構築を行った。また、既存端末から次世代 GIGA スク

ール構想（Next GIGA）に対応した Chromebook 端末への機器更新を実施し、児童生

徒及び教職員が日常的にＩＣＴ機器を活用できる環境を整備し、学習環境の高度化を

図った。 

また、令和６・７年度の 2 か年計画で整備した電子黒板と書画カメラについても 1

5 台購入及びアクセスポイントの一部更新を図った。 

教職員のＩＣＴ活用能力の向上を図るため、Google 社が提供するスタートアップ研

修を教職員対象に実施した。 

本事業の効果としては、統一された Google 環境の整備により、円滑な情報共有及び

学習活動の効率化が可能となった。また、Chromebook 端末の導入により、日常的な

ＩＣＴ活用が進むことで、児童生徒の主体的・協働的な学びの促進が期待される。 
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 教職員への研修会を開催することで、ＩＣＴ機器の基本的な操作に対する理解が深

まり、授業での活用に向けた基盤が整った。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業費：148,996 千円）

 

今後の取組

ＩＣＴの効果的な授業活用に向けたさらなる研修の充実や教職員間での活用事例の

共有、また、児童生徒の情報活用能力の段階的な育成を行う。 

今後もＩＣＴの利活用を推進し、学校現場での教育の質の向上に努めていく。

 事業名 

（所管課）

指導主事派遣事業 

（教育総務課）

 

事業内容

教職員を対象とする研修会に講師等として指導主事を派遣し、市内の各小中学校を

始めとする教育機関・団体の教育活動を支援する。教科指導、教育相談、生徒指導、

進路指導、情報教育、特別支援教育等の各分野に関する内容とする。

 

令和７年度 

実 施 内 容

各学校の学校訪問時の教科指導を行い、教職員の授業力向上に努めた。 

　　6/10　 　　引田小中学校 

　　10/15　　　白鳥小中学校 

　　6/6・9/3   大内大川小中学校 

教科指導だけでなく、市内研修会（特別支援委員会、教育相談研修会等）に参加し、

指導・助言を行った。

 

今後の取組

学校訪問での指導だけでなく、市内で開催される研究大会や校内現職教育における

研究授業での指導を各学校と連携して実践していく。また、様々な研修会への派遣も

継続して行っていく。

 事業名 

（所管課）

教員研修事業 

（教育総務課）

 
事業内容

東かがわ市教員提案型研修事業として、「東かがわ市授業力向上セミナー」を開催し、

本市の小中学校の教員が自らの資質向上のために提案する研修を実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

教育実践研究家の菊池省三氏を市内各学校に招き、「東かがわ市授業力向上セミナ

ー」を年間 4 日間開催し、教職員の授業力向上を図った。 

6/17 白鳥小学校、6/18 引田小学校、11/18 引田こども園・引田小学校、11/19 大

内小学校

 

今後の取組

　「東かがわ市コミュニケーション教育アドバイザー」として委嘱した菊池省三氏を

継続して招へいし、教職員の授業力向上、コミュニケーション能力の向上を図る。ま

た、こども園での研修会を実施し、こ小連携を図るとともに、学びの連続性を意識し
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 た教育・保育の充実を図っていく。

 事業名 

（所管課）

就学前施設階層別研修事業 

（保育教育課）

 

事業内容

就学前施設において教育・保育に従事する若年者、主任、管理職など各階層に求め

られる技術等の習得のため、市独自で保育参観や外部講師を招いての研修会等を実施

する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

管理職、若年保育教諭など５階層に分け、令和５年度から現場の現状を踏まえ、２

年に１回、階層別研修に参加できるようにした。 

保育教諭補助員（障がい加配）研修では、各園(公私立)に講師が出向き、援助方法及

び役割について学んだ。 

今年度から、保育教諭専門員研修を行い、幼児理解及び危機管理について学ぶ機会

を設けた。 

今年度、2 年目職員研修について試行し、若年職員の育成に努めた。 

また、風通しの良い職場づくりのため、就学前施設の全職員を対象に、同日で 2 回

鳴門教育大学客員教授によるリスクマネジメント研修を実施した。 

（事業費：35 千円）

 

今後の取組

園内・外ともに多くの研修が行われている認定こども園の現状を踏まえ、研修を整

理するとともに、現場で生かせる研修を工夫する。 

また、令和 8 年度から、県の初任者研修を受講した 2 年目となる保育教諭に対し、

市独自で 2 年目研修の回数を増やし、本格的に実施する。

 事業名 

（所管課）

幼児教育指導員派遣事業 

（保育教育課）

 

事業内容

　認定こども園の教育・保育水準の維持向上を図るため、本市就学前施設の園長・所

長経験者を現職研修指導員とし、各施設が実施する研究保育、現職教育に派遣し、指

導助言を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

現職研修指導員 3 名を配置し、年間 6 回の指導・助言を行った。 

指導員は、本市幼保こ施設長のＯＢである。研究保育・保育教諭研修等、各認定こ

ども園の要望に合わせ、具体的に指導・助言を行い、実践力につなげた。また、年度

末に指導員に意見や感想を求め、令和８年度に向けた課題等の把握に努めた。 

（事業費：60 千円）
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③　より良い社会を創る力を育成します（価値の創造、コミュニケーション力、SDGｓ、平和教育） 

 
今後の取組

認定こども園の要望や課題と指導員の意見を融合させながら、より具体的な指導・

助言や成果につながる研修を行う。

 事業名 

（所管課）

英語教育等推進事業・Ｈｉ－Ｅｃ（英語クラブ） 

（教育総務課）

 

事業内容

【小学校の英語教育】 

・平成 30 年度起、文部科学省の教育課程特例校の指定を継続。市内統一の 

教育課程を編成し、小学校の全学年で特色のある英語科の授業実践を行う。 

　 令和 7 年度　⇒　1・2 年生　週 1 時間（年間 35 時間） 

　　　　　　　　　 3・4 年生　週 2 時間（年間 70 時間） 

                   5・6 年生　週 3 時間（年間 105 時間） 

・6 年生全児童を対象に、英検 ESG を実施する。 

・実用英語技能検定の準会場実施、検定料の無償化 

6 年生全児童を対象に年間 2 回実施 

・アウトプット機会の創出。地域の行事との連携や外国とのオンライン交流など、実

際に他者と関わる活動を充実させる。 

【中学校の英語教育】 

・総合的な学習の時間に国際文化・国際コミュニケーション活動を位置付け、市職員

の乗り入れによる協働的な指導を行う。 

・令和 7 年度　⇒　各中学校年間 8 時間程度 

・Ｈｉ-Ｅｃ(中学生英語クラブ)の実施（毎週水曜日放課後） 

・実用英語技能検定の準会場実施、検定料の無償化 

令和 7 年度　⇒　年間 2 回実施、中学生全学年対象 

【外国語指導助手（ＡＬＴ）の弾力的運用】 

・各小中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置することで、発展的なコミュニケー

ション学習を進める。また、校種の隔てなくＡＬＴが往来することにより、各国の

文化を知り、異文化を理解する心を育てる。 

令和 7 年度　⇒　ＡＬＴの配置４人 

【各種イベントの実施】 

・小学生：ハロウィーン、クリスマスなど 

・中学生：イングリッシュキャンプなど
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令和７年度 

実 施 内 容

　教育課程特例校の指定継続により、市統一の教育課程を基にしながらも、各小学校

の特色が良く表れた教育実践が行われた。中学校総合的な学習の時間の乗り入れ授業

では、教科英語の枠を超えて、コミュニケーション特化型の実践を充実させた。 

　小学生の国際交流として、ハワイからの親子インバウンドを市内小学校に受け入れ

た。書道や剣道、日本の昔遊びなどを一緒に体験しながらこれまで学習した英語を使

って交流ができていた。 

　引田小学校 5・6 年生が、地元で開催される引田ひなまつり時に外国人来場者に対

し、英語でボランティアガイドを行うなどアウトプットの機会を設けている。 

　7～9 年生（中学生）231 人、6 年生（小学生）56 人、合計 287 人が英語技能検定

を受験した。また、市内全 6 年生を対象に、英語の「聞く」「読む」の 2 技能を測定す

る外部検定試験（英検 ESG）を実施し、児童に返却される成績個票が分かりやすく、

良い意欲づけになった。 

令和 7 年度英語教育実施状況調査の「英検 3 級相当以上」の割合は減少しているが、

3 級相当以上の力がある生徒は 3 級以上現有率が高い結果となった。　 

　Ｈｉ-Ｅｃ（中学生英語クラブ）においては、イングリッシュコーディネーター３人

とＡＬＴによる活動を行った。実施場所を各中学校にしたことで参加しやすくなり、

年度途中での参加も多く見られ、3 校合わせて 24 名の生徒が登録した。月に 1 回は参

集し、3 校の生徒が交流する時間も設けた。また、市内会場で実施している実用英語

技能検定では、合格率が 5 級では約 80%、3 級では約 60%を達成できた。 

　その他、各種イベント（ハロウィーン：参加 36 名、クリスマス：参加 40 名）が定

例行事として定着し、たくさんの参加者を募ることができた。また、Ｈｉ－Ｅｃのク

ラブ員も各種イベントの運営の一部を手伝うなど、活躍の場を広げた。 

　　　　　（事業費：28,241 千円）

 

今後の取組

各発達段階において、今の成果がさらに上向いていくように、継続する事業につい

ては改善を加えながら、より良い在り方を検討する。 

また、中学生海外研修や、ハワイからの親子インバウンドの受け入れだけでなく、

オンライン交流も充実させ、児童が実際に外国の方と接する機会をつくることで、児

童の興味、関心が高まるようにしたい。

 事業名 

（所管課）

海外交流事業 

（教育総務課）

 
事業内容

次代を担う東かがわ市の中学生を海外に派遣し、英語によるコミュニケーションを

通して、国際感覚豊かな人材を育成するとともに、その交流経験を地域や学校に還元

することで、本市の国際理解教育の充実を図る。
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令和７年度 

実 施 内 容

　中学生海外研修事業として、8 月 16 日から 24 日の 9 日間、市内中学生 18 名、引

率 4 名がオーストラリア・ケアンズ市での海外研修を実施した。 

ケアンズ現地研修に向けて、5 月 31 日に選考試験を行い、派遣生徒決定後は、事前

研修を 3 回行った。保護者向け説明会を 2 回開催し、受入先の語学学校 SPC（SPC＝

サン・パシフィック・カレッジ)からの動画を視聴し、教育方針や安全管理について十

分理解がされたことで、保護者の研修への理解が深まっていた。 

　研修先の語学学校では、日本語の使用禁止、携帯・スマホの持込禁止などの明確な

ルールがあり、オールイングリッシュでの生活は教育的効果の高い研修となった。 

現地では、SPC での授業の他、グリーン島やハートリース動物園、現地中学校訪問

等を行った。また、生徒らはホームステイを行い研修期間中オールイングリッシュで

の生活を行った。 

　9 月 22 日に報告会を行い、研修を通じて学んだこと、自分が変わったと思うこと、

大変だったことやうれしかったこと等を報告した。 

（事業費：9,612 千円）

 

今後の取組

　令和 8 年度も 8 月 15 日から 23 日にオーストラリア・ケアンズにて研修を実施す

る。コースを一部見直し新たな体験も取り入れ、過去 2 回の研修を生かし、事前研修

会で行う内容も見直し、現地研修がより良いものになるように計画する。

 事業名 

（所管課）

外国に親しむ事業 

（保育教育課）

 

事業内容

小学校における英語の教科化が推進される中、幼児期の吸収力の高い時期に英語活

動を取り入れることが、幼児教育と小学校教育の円滑な接続・連携という視点におい

ても効果的である。 

このようなことから、外国語活動支援員を認定こども園に英語講師として迎え、ゲ

ーム・歌など幼児が興味あるものを取り入れた活動を実施し、幼児が英語によるコミ

ュニケーションと遊びを楽しむことを通して英会話を体験する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

小学校教育への円滑な接続・連携強化の観点から、各小中学校の外国語活動支援員

を活用し、就学前施設 5 か所の 4･5 歳児を対象として、計画どおり各施設年間 6 回

の活動を実施した。 

（事業費：44 千円)

 
今後の取組

幼児が英語に親しみ、楽しめるものとなるよう、さらなる内容の充実を図りつつ、

継続実施する。
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 事業名 

（所管課）

規範意識向上事業 

（教育総務課）

 

事業内容

子どもたちが、知性、感性、道徳心や体力を育み、人間性豊かに成長することを願

い、教育課題の一つである子どもの規範意識の向上について、効果的な事業を展開し

ていく。

 
令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校で、発達段階に合わせ「法やきまり、ルールの基本となる考え方」を学

ぶ学習（生活科、社会科、道徳、特別活動等）を計画的に実践した。また、年度初めに

は、各学校の校則・きまりを見直し、保護者へ周知する等、家庭への啓発も行った。

 

今後の取組

　学校運営協議会での意見や生徒会・児童会等からの意見も参考にして、各学校の校

則やきまりを小中連携の視点で適宜見直しを図る。様々な活動において、子どもが自

ら役割や責任を果たしていく場を多く設定し、自分の力を発揮して活躍できるように

することで、「感謝されてうれしかった」、「自分は頼りにされている」、「誰かの役に立

てている」、「みんなから認められている」といった自己有用感がさらに高められるよ

うな取組を図る。

 事業名 

（所管課）

子ども総合教育会議（子どもの夢実現事業） 

（教育総務課）

 

事業内容

東かがわ市立小中学校の代表児童生徒が、学校や地域をより良くするために、自分

たちができることを考える。立場の異なる人たちと意見を交わすことで、テーマに対

して主体的に関わろうとする意欲や態度を育成する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

小中学校 24 名の児童生徒と三本松高校生 8 名が参加し、8 月 25 日に実施した。こ

の会議では、子どもたちが以前制作した「おいしい給食の紹介動画」より、もっと良

い動画を作りたいとの思いから、吉本興業　香川県住みます芸人の梶剛氏を講師に招

き、食レポのコツを伝授してもらった。講演の後には「東かがわ市を明るく笑顔に！！」

をテーマに、児童生徒主体のグループ協議を行った。協議の内容を各グループの代表

者が発表し、全体に広げた。 

今回出された意見から新たに給食紹介動画を制作し、教育委員会のＷｅｂページで

公開したり、生徒発案のキャラクター「ハマトラくん」の普及を目的にシールを作成

するなど、子どもたちの夢を実際に形にすることができた。また、子ども総合教育会

議において、生徒主体でスマホルールの提案があり採択された。

 
今後の取組

子どもたちの「学校や地域への関わり」に対する意欲を育てるために、内容の充実

を図りながら継続していく。



- 36 -

 

 

 

 

 事業名 

（所管課）

有害環境対策推進事業 

（生涯学習課）

 
事業内容

　悪事追放運動の一環として、市内 4 か所に設置した白ポストにより、有害図書や有

害ＤＶＤ等を回収している。（ＪＲ引田駅、讃岐白鳥駅、三本松駅、丹生駅）

 令和７年度 

実 施 内 容

　少年育成センター補導主事により月 2 回の回収処分を行った。（令和 7 年度 898 件） 

（事業費：154 千円)

 
今後の取組 　引き続き有害図書等を回収し、青少年健全育成の環境整備に努める。

 事業名 

（所管課）

ネットゲーム依存対策事業 

（教育総務課）

 
事業内容

児童生徒の心身の健康のため、市内各小中学校の実態に合わせて、ネットゲーム依

存に関する学習や講演を計画し、実施する。

 
令和７年度 

実 施 内 容

各小中学校で長期休業前に生徒指導主事から全校指導、担任が学級指導を行い、児

童生徒に啓発した。また、長期休業中にスマホやゲームの利用時間に関する調査を行

った。

 
今後の取組 内容の充実を図りつつ、継続して実施していく。

 事業名 

（所管課）

防災教育推進事業 

（教育総務課）

 
事業内容

地震や火災の発生を想定し、市内全小中学校で各校の実態に合わせて、避難経路確

認や小中合同避難訓練を計画、実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

年度初めには、各学校の危機管理マニュアルの見直し等を行うとともに、避難訓練

を各小中学校合同で計画、実施した。また、大川広域消防の協力を得て、避難経路の

確認や起震車、初期消火体験等の訓練を実施した。 

また、大川中学校では、市社会福祉協議会の協力を得て、とらまる公園で炊き出し

や、簡易トイレの設置等の体験の機会を設けている。

 

今後の取組

引き続き、危機管理マニュアルの見直しを適宜行い、地震や火災の発生を想定した

小中合同避難訓練を計画・実施する。大川広域消防等の関係機関と連携し、児童生徒

や教職員の防災意識を効果的に高めるよう計画・実施する。また、フェーズフリーの
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①　持続可能な学びを保障します（誰一人取り残されない、学校適正規模、マネジメント、働き方改 

革、部活動改革） 

 

 

 視点を取り入れ、児童生徒の災害対応力の向上を図る。

 事業名 

（所管課）

就学援助費支給事業 

（教育総務課）

 

事業内容

小中学校における義務教育のより円滑な実施に資することを目的に、経済的理由に

より就学困難な児童生徒の保護者に対して、必要な援助を行い、義務教育のより円滑

な実施に努める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和 6 年度からの継続認定者に加え、年度途中での申請者について、随時保護者か

らの聞き取り及び学校長の意見等を勘案し、月ごとに認定を行った。年度末時点にお

いて、要保護認定者は 3 名、準要保護認定者は、小学生 85 名、中学生 60 名、合計 145

名、全児童生徒の約 9.8％であった。 

 　 （事業費：15,490 千円）

 
今後の取組

引き続き、制度の周知を行うとともに、真に援助を必要とする保護者に対して適切

な就学援助を行うことで、義務教育のより円滑な実施を図る。

 事業名 

（所管課）

就学奨励費支給事業 

（教育総務課）

 
事業内容

特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担

能力に応じ必要な援助を実施する。

 
令和７年度 

実 施 内 容

6 月に該当する保護者に案内し、希望者からの申請書及び世帯の収入状況等により

認定を行った。認定者は、小学生 44 名、中学生 12 名、合計 56 名であった。 

　　　　　（事業費：2,152 千円）

 
今後の取組 引き続き、必要な援助を実施する。

 事業名 

（所管課）

奨学金貸付事業 

（教育総務課）

重点項目３　主体的に学び続けられる環境を整えること　～生涯学習環境を核として

～
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事業内容

東かがわ市に住所を有する学生、生徒のうち、優れた素質と強い向学心を持ちなが

ら経済的理由により修学に困難がある者に対し、奨学金の貸付を行い、社会に有為な

人材の育成に資するとともに、修学の促進を図る。 

令和 7 年度　⇒　10 名程度

 

令和７年度 

実 施 内 容

貸付実績は 11 名、5,880 千円であった。令和 7 年度は、4 月期、9 月期、1 月期の

3 回募集を行い、5 名の新規奨学生を決定した。それぞれ高校及び大学に進学し、修学

の促進を図ることができた。 

滞納している奨学生本人及び保護者に対しては、文書等による督促を行い、滞納額

の減少に努めた。

 
今後の取組

利用者増に向けて、募集時期や周知方法を検討する。滞納者に対しては、引き続き

文書等による督促を行い、滞納額の減少に努める。

 事業名 

（所管課）

中学校部活動助成事業 

（教育総務課）

 

事業内容

東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき、各中学校部活動に助成金を交

付し、中学校生徒の部活動に対する必要経費の補助を行うことにより、部活動の活性

化を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき算定した助成金を、引田中学校

部活動後援会に 593 千円、白鳥中学校部活動後援会に 645 千円、大川中学校部活動

後援会に 728 千円交付した。その結果、部活動の大会費等の活動費として利用され、

各中学校における部活動の活性化に資することができた。 

（事業費：1,966 千円）

 
今後の取組 引き続き実施し、学校部活動の活性化を図るとともに、生徒の活動を支援する。

 事業名 

（所管課）

地域クラブ活動推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

中学校における休日の部活動について、複数校による合同部活動と任意団体の結成

による地域移行の推進モデルを構築し、地域に根ざした生涯学習の拠点とする取組を

行う。また、指導者の有効活用と部員不足の解消、指導者の負担や責任を軽減する体

制づくり（市、学校、保護者、各種スポーツ団体の役割分担）、スポーツ各種団体との

連携による地域生涯学習活動の活性化をめざす。
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令和７年度 

実 施 内 容

香川県地域部活動推進事業の委託を受けて実践研究を実施し、令和 7 年度で８種目

（軟式野球、男子バレーボール、剣道、サッカー、女子バレーボール、女子バスケッ

トボール、吹奏楽、男子バスケットボール）の休日地域展開が完了した。令和８年度

から柔道が地域展開する計画である。指導者については、志願してきた大学生・大学

院生を補助指導員として活用し、子どもたちへの指導の充実と指導員の負担の軽減を

行った。 

また、国や県のガイドラインの改定を受け、市のガイドラインの改定や認定クラブ

の認定条件の検討を開始した。 

（事業費：21,798 千円）

 

今後の取組

学校部活動の地域展開を着実に推進するための組織を設置し、種目ごとに段階的に

地域展開を行うために、計画的に取り組んでいく。また、経済的困窮世帯への支援要

綱の策定や市のガイドラインの改定、認定クラブの認定条件について引き続き検討す

る。

 事業名 

（所管課）

職場環境改善事業 

（教育総務課）

 

事業内容

学校訪問や目標面談の際に、校務の改善や教職員のメンタルヘルスについて、指導・

助言等を行ったり、全教職員に対し、ストレスチェックを継続実施したりして、職場

環境の改善に努める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

各校において、本市作成の「教職員の働き方改革プラン（令和２年４月）」に基づき、

タイムカードによる教職員の在校等時間の管理や管理職を中心に教職員全体で業務の

見直しを図り、実践した。また、全教職員にストレスチェックを行い、自身の状態を

客観的に把握する機会を持った。 

教職員の在校等時間は、年々減少してきている。これは、教員一人一人の意識か少

しずつ変化してきたこと、中学校の部活動の地域展開が進み部活動の休止日が設けら

れたことや、3 中学校で兼務辞令を出し、一人の教員がすべて抱え込むのではなく複

数の指導者が指導に当たることができたことで改善が図られているものと考えてい

る。 

　（事業費：24 千円）

 

今後の取組

令和 6 年 4 月に改訂した本市作成の「教職員の働き方改革プラン」に基づき実践し

ていくとともに、「東かがわ市立学校教職員の業務量の適切な管理等に関する規則（令

和 2 年 4 月）」に基づき、教職員の在校等時間を適切に管理し、在校等時間の多い教職

員には、管理職や市教育委員会が個別に面談等を行い指導改善に努める。
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 事業名 

（所管課）

東かがわ型教員配置事業 

（教育総務課）

 
事業内容

特別支援教育や教科指導の充実等を図るため、市内の小中学校に市費講師や教育活

動支援員を配置し教育の充実に努める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市費講師（会計年度任用職員）を白鳥中学校に１名、引田中学校に 1 名配置し、引

田小学校に７名、白鳥小学校に２名、大内小学校に５名の市費非常勤講師（教育活動

支援員）を配置した。各校の教育目標の達成や教育課題の改善に向けてそれぞれの役

割を果たした。 

（事業費：7,411 千円）

 
今後の取組

今後も学校の実態や県費負担教職員の配置の状況を鑑み、小中学校の教育目標の達

成に向けた配置に努める。

 事業名 

（所管課）

学校評価推進事業 

（教育総務課）

 

事業内容

学校評価によって各学校の教育活動全体を評価し、学校教育に対する信頼を確保し

て教職員の資質向上を図る。 

また、学校関係者評価結果については、各小中学校の学校運営協議会での協議も行

い、評価結果を各学校のＷｅｂページで公開し、広く市民に周知する。 

　・学校関係者評価 

　・児童生徒・教職員の自己評価 

・校長との目標面談

 

令和７年度 

実 施 内 容

学期ごと等に児童生徒や保護者にアンケートを実施、教職員には自己評価を行い、

その結果をフィードバックし、改善につなげている。また、校長と教育委員等との目

標面談を実施し、児童生徒の学習状況等の把握や教職員の資質向上をめざした。年度

末までに学校関係者評価を実施し、それらの結果を各校のＷｅｂページで公表した。

 

今後の取組

自己評価（中間評価を含む）、学校関係者評価や目標面談等を継続して行うことで、

信頼される学校づくりをめざすとともに教職員の資質向上を図る。また、評価を基に

した学校行事等の計画・実践を行い、ＰＤＣＡサイクルを大切にして取り組んでいく。
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②　教養・文化の推進、健康の増進を図ります（市民の豊かな学び、文化・芸術・スポーツ振興） 

 事業名 

（所管課）

学校運営協議会事業 

（教育総務課）

 

事業内容

各小中学校において学校運営協議会を設置し、学校が掲げる教育目標の実現に向け、

学校運営及び当該運営への必要な支援に関して協議する。一定の権限及び責任を持っ

て学校運営に参画する機関として、東かがわ市教育委員会及び校長の権限と責任の下、

保護者、地域住民等の学校運営への参画や、保護者、地域住民等による学校運営への

支援・協力を促進することにより、学校と保護者、地域住民等との間の信頼関係を深

め、学校運営や児童生徒の健全育成の推進に取り組む。

 

令和７年度 

実 施 内 容

各学校において、学校運営協議会を開催し、学校経営方針の共通理解を図ったり、

部活動の地域展開についてや夏休み等の休業日の在り方について協議した。また、夏

休みの延長や学校評価にも、委嘱した運営協議会委員の方から意見をもらいながら、

より良い学校経営を図った。 

　5/14、10/18、2/12    引田小中学校 

　10/27、2/26         　白鳥小中学校 

　6/2、2/27          　 大内大川小中学校

 

今後の取組

　継続して学校運営協議会を開催し、学校運営や児童生徒の健全育成の推進を図る。

また学校行事等について、積極的に参観してもらえるように案内し、地域に開かれた

学校をめざす。

 事業名 

（所管課）

市民の主体的な学習活動への支援及び学習成果の生かせる機会づくり事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

交流プラザや公民館等における定期活動（自主講座）では、多くの方が長期的に学

習活動が行えるよう支援をするとともに、市文化協会等の各種団体と連携し、日頃の

学習成果を発表する機会を設けるための支援も行う。 

新たな学習活動への興味や意欲を引き出すなど、市民の生きがいづくりや潤いある

生活を実現するため、新たに講座を開設したり講演やコンサートを企画・運営する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

交流プラザでは、さかなくんトークショー、ウルトラマンショー、映画観賞会を実

施した。また、自主講座の発表の場であるプラザまつり、公民館まつり（引田、大内）

についても開催した。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業費：54,026 千円）
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今後の取組

市民の求める講座や講演会等のアンケート調査を実施し、今後の学習活動への支援

の参考とする。

 事業名 

（所管課）

社会教育関係団体育成事業 

（生涯学習課）

 
事業内容

文化芸術の発展を図るため、市内の社会教育団体が年間を通じて行う活動に対し、

育成と活動を支援するため補助金を交付する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

　本市の生涯学習に資する事業を実施する団体に補助を行った。 

・東かがわ市子ども会育成連絡協議会 

・青少年育成東かがわ市民会議 

・東かがわ市青年会 

・東かがわ市婦人団体連絡協議会 

・東かがわ市文化協会 

・東かがわ市コンサート協会 

・東かがわ市内人形劇団（劇団きら星、わいわいクラブ、大内小学校人形劇クラブ、

人形劇団ぱせり） 

・東かがわ市内高齢者学級団体（三本松明生クラブ連合会、水主とらまる会、丹生老

人クラブ連合会） 

（事業費：2,940 千円）

 
今後の取組

事業を拡大する団体については、予算編成時期までに事業計画を提出してもらい収

支予算案について精査する。

 事業名 

（所管課）

教育振興補助金交付事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

スポーツの振興及び文化芸術の発展を図るため、地区予選会を経て、四国大会以上

の各種大会に出場する市立学校及びスポーツ少年団に対して、各種大会等に参加する

場合に要する経費を教育振興補助金として交付する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

本市の教育、文化、芸術、体育及びスポーツの振興に寄与するため、四国大会以上

の大会に出場した団体に補助金を交付した。 

○市立中学校 

  白鳥中学校（柔道） 

　大川中学校（柔道、インドアソフトテニス） 
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 ○スポーツ少年団 

　誉水ブルーロケッツ（バレーボール） 

　引田空手 

　丹生ジュニアバレーボール 

東かがわクラブ（軟式少年野球） 

（事業費：1,929 千円）

 
今後の取組

引き続き補助金交付金事業を継続し、教育・文化・芸術等の生涯学習活動の振興に

寄与する。

 事業名 

（所管課）

文化施設の整備充実事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

市民の多種多様なニーズに応じた学習環境の提供や文化芸術活動の発表・鑑賞の場

として、施設整備の適正な維持管理や修繕に努め、市民の文化活動のさらなる発展に

寄与する。

 
令和７年度 

実 施 内 容

とらまるパペットランドのミニチュア児遊館外壁等改修工事及び設備改修工事の実

施設計委託業務が完了し、次年度の工事発注の見込みが立った。 

　（事業費：10,934 千円）

 

今後の取組

利用者に快適に施設を利用していただくために、ミニチュア児遊館の屋根・外壁等

改修工事を行う。また、施設長寿命化のために、とらまるパペットランドの照明設備

改修工事（ＬＥＤ化）を進め、さらなる長寿命化に努めていく。

 事業名 

（所管課）

ジュニアスポーツ育成事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

子どもたちが将来のトップアスリートをめざし、小中学生期において競技力を向上

させることのできる環境を整えるため、トップアスリート等を招き、スポーツ教室や

講習会を実施する。 

　また、子どもたちのスポーツの機会の充実やスポーツの魅力発信を図るため、プロ

スポーツの観戦を実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

ジュニアスポーツ育成プログラムは計 2 回実施し、中学生男女バレーボール部の実

技指導を行ったほか、指導者対象の研修を実施した。また、スポーツ少年団指導者等

に、「自己を取り巻く世界を変えるマインドセット」と題しワークショップ及び実技指

導を実施した。 

　幼児期から体を動かす楽しさを体験してもらうため、わくわくチャレンジ教室では、
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 3 歳児から小学 3 年生を対象に運動あそび教室を７回開催した。 

（事業費：285 千円）

 
今後の取組

引き続きトップアスリートを招へいした教室等を開催し、子どもたちがスポーツに

気軽に触れることができる環境を整える。

 事業名 

（所管課）

スポーツ指導者の養成・資質向上事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

市民の年齢・体力・技術・環境に応じて、スポーツを享受し、スポーツの意義と価

値を社会に発信できるよう、スポーツ指導者に対し研修会・講習会等を実施し、市民

の快適なスポーツライフの充実に努める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

スポーツ推進委員は、県スポーツ推進委員研修会に 15 名が参加し、障がいのある方

へのスポーツ指導について学んだ他、ニュースポーツ「ミニバレー」及び「ふらば～

るボール」を他市町の競技団体から指導を受けた。 

スポーツフォーラムでは、市民、スポーツ推進委員併せて 58 名が参加し、「健康寿

命の延伸を目指して」と題して、京都外国語大学の空閑佐智子准教授から講義を受け

た。 

（事業費：220 千円）

 
今後の取組

引き続き、スポーツ推進委員を中心に障がいスポーツ指導についての研修を深め、

地域スポーツの振興を図る。

 事業名 

（所管課）

スポーツ関係団体との連携・協働事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

市民の多様化するスポーツニーズに応え、より一層のスポーツ推進を図るため、ス

ポーツ関係団体が互いに情報を共有し、横断的な連携を強化することで、スポーツ関

係団体が一丸となってスポーツ振興に取り組む体制の構築を図る。

 

令和７年度 

実 施 内 容

　市内各スポーツ団体間の情報共有等を図っているが、スポーツ推進委員会やスポー

ツ協会等の各団体が一同に介した会議の定期的な実施までには至っていない。 

　例年、スポーツ推進委員とスポーツ少年団との協力により、子どもの体力測定を実

施しているが、令和 7 年度はとらまるてぶくろ体育館の大規模改修工事に伴い施設利

用ができなかったため、大規模イベントの開催はなかった。
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今後の取組

各団体それぞれの活動目的や役割を明確にした上で、共通する部分は相互に協力で

きるよう、団体間の意見交換や情報共有を図る場を設けられるよう調整を行う。

 事業名 

（所管課）

総合型地域スポーツクラブ事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

子どもから高齢者まで、様々なスポーツ・文化を愛好する人々が、初心者からトッ

プレベルまで、それぞれの志向・レベルに併せて気軽にスポーツ等を楽しむ機会を提

供する。また、各スポーツクラブとの情報交換や情報の提供を図る。

 
令和７年度 

実 施 内 容

とらまるクラブ ONＬY・ONE においては、陸上、練功十八法、カンフーなどを定

期的に実施しているが、しろとりスポーツクラブについては、バドミントン競技の 1

種目のみの活動をしている。

 

今後の取組

総合型地域スポーツクラブは 2 団体となり、1 団体については単一種目のみのクラ

ブで総合型スポーツクラブの条件を満たしていない状態である。今後のクラブの在り

方について、活動状況等を調査し条件を満たすよう指導する。

 事業名 

（所管課）

全国青年大会事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

市内の勤労青年が集い、スポーツ・文化芸術を通して相互に友好親善を深め、健康

で文化的な生活を樹立し、健全な郷土社会の建設を図るため、全国青年大会に県代表

として参加する選手に対し、参加費の一部を助成するなど、青年団の育成に努める。

 令和７年度 

実 施 内 容

令和 7 年度は、香川県青年大会の予選を突破した野球種目が東京で開催の全国大会

に出場した。

 
今後の取組 今後は青年会事業自体の継続について、他団体との統合も含めて検討を進める。

 事業名 

（所管課）

スポーツ・芸術文化振興賞賜金交付事業 

（生涯学習課）

 
事業内容

市民の健全なスポーツ及び芸術文化の振興を図るため、地区予選会を経て全国大会

以上の各種大会へ出場する選手に対し、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付する。

 
令和７年度 

実 施 内 容

自転車、フェンシング、野球、ソフトボール、空手、バレーボール、バスケットボー

ル、フットサル、バドミントン、スノーボードなど 50 名に賞賜金の交付を行った。 

（事業費：580 千円）
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③　文化を大切にする社会を構築します（シビックプライドの醸成、文化財保護と活用） 

 
今後の取組

引き続き、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付し、スポーツ振興及び競技力の向

上、並びに芸術文化の振興を図る。

 事業名 

（所管課）

スポーツ施設の整備充実事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

「東かがわ市社会体育施設等マネジメント基本計画」に沿って、将来の利用状況等

を見据えた大規模改修などを計画的に進め、施設の長寿命化を図る。 

温水プール整備事業については、多くの市民が利用できる施設として、企業グルー

プと協議を行いながら運営を進める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

令和６・７年度とらまる公園体育館改修工事及び設備工事（ＬＥＤ化）が計画どお

り竣工し、4 月に開館することができた。 

東かがわ市温水プールについては、施設の維持管理運営を指定管理者に委託し、利

用者増の取組がなされている。 

　（事業費：534,179 千円）

 

今後の取組

施設の長寿命化対策として、とらまる公園下水処理施設改修計画を引き続き検討す

る。社会教育・社会体育施設等マネジメント計画を令和７・８年度にかけて策定準備

に取り組み、令和 9 年度からの 10 年間について、めざすべき施設の在り方・方向性

についての計画を策定させる。また、適切な維持管理に努めるとともに、利用状況を

踏まえた上で、積極的な予防修繕を実施することにより、維持管理費の節減及びさら

なる長寿命化に努める。

 事業名 

（所管課）

歴史民俗資料館管理運営事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

地域の歴史や民俗に関する理解を深めるための企画展示や美術作品展を開催するこ

とにより、歴史や民俗とともに地域の文化・芸術の振興の一端を担う施設として運営

する。 

出前展示や出前授業などを実施し、資料館の認知度の向上を図るとともに、施設利

活用の促進や来館者の増加を図る。 

収蔵資料整理に取り組み、整理した資料を適時、展示にて公開する。

 
令和７年度 

実 施 内 容

本年度は戦後 80 周年、高徳線全線開通 90 周年という節目に当たることから、6 月

18 日～9 月 8 日にかけて戦後 80 周年記念展｢戦時下の学校と暮らし｣、10 月８日～12

月 22 日にかけて高徳線全線開通 90 周年記念展｢走れ高徳線－全線開通までの物語－｣
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 を開催した。特に高徳線の展示はメディアからの注目もあり、756 名の来館を記録し

た。年間の資料館の展示室来館者数は 2,318 名を記録した。 

また、綿繰り機といった民具資料の活用を目的に、綿花栽培を実施した。収穫した

綿は、1 月 21 日～3 月 30 日開催｢見る・触れる・使う－昔の暮らしを知ろう－｣の綿

繰り体験コーナーに利用した。２月・３月には引田・大内小学校の３年生を資料館に

迎え、昭和の暮らしを象徴する民具資料・綿繰り機を実際に触れてもらうことで、当

時の暮らしを追体験してもらった。本年は博物館実習・職場体験学習をはじめ、引田

小中学校より｢戦時中の暮らし｣について出前授業を依頼されるなど、教育機関の利用

が盛況であった。 

資料収集では漆器類・戦前の教科書・レコードなどを 2,000 点以上収蔵した。また、

市指定文化財｢若王寺大般若経｣600 巻の寄託を受けた。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業費：5,544 千円）

 
今後の取組

引き続き市内の偉人・歴史を伝える企画展示や市内の子どもを対象とした出前授業

などを精力的に行い、郷土の魅力を発信する資料館として認知されるよう取り組む。

 事業名 

（所管課）

文化財保護事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

様々なツールを活用した、文化財啓発活動を行う。指定文化財の継承への支援を行

うとともに、適正な保護及び市民への情報提供を行う。 

四国遍路世界遺産登録推進協議会が世界遺産登録をめざす四国遍路について、同協

議会構成員として各会議や研修に参加し、情報共有を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市内に伝わる貴重な文化財のうち、本市地場産業である手袋・ハマチ養殖に関わる

史料 2 件を市文化財に指定。個人の所有する住宅を 1 件国有形文化財に登録した。市

指定文化財となった「棚次辰吉関係資料」について関係機関と連携して瀬戸内国際芸

術祭 2025 にてパネル等で紹介、「安戸池概要」について市交流プラザにて新指定文化

財出張展示を 30 日間開催した。 

新たに市に寄託された市指定文化財「若王寺大般若経」、「若一王子大権現縁起」に

ついて、市歴史民俗資料館学芸員主導の下、期間展示「紡がれてきた秘宝　若王寺大

般若経の世界」として、一般向けに公開した。 

また、啓発事業として、東かがわ市（旧白鳥町）出身の中原淳一氏に関する講演会

や市立図書館との連携展示を実施。記念講演会は、株式会社ひまわりや 代表取締役 中

原利加子氏をお招きし、11 月 23 日（手袋の日）に開催。市内から 43 名、その他地

域から東京都や山口県を含む 17 名の参加があった。 
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 　（事業費：19,129 千円）

 

今後の取組

当地域に伝来し、固有の歴史を伝える市指定文化財について、市内文化財団体に所

属し、豊かな知識経験のある市民等と協力した悉皆調査を実施予定としている。文化

財保護・活用における情報を得られるだけではなく、官民一体となった郷土への愛着

醸成につなげる。

 事業名 

（所管課）

文化財保護関係団体育成事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

市内文化財関係団体間（5 団体）の運営の活性化を図るため、情報交換会を開催す

る。 

各団体間の交流及び文化財への知見を広めるために、歴史民俗資料館の収蔵資料の

整理作業への協力を促す。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市内文化財団体合同研修として毎月第２木曜日に資料館収蔵の未整理資料の整理作

業を行った。 

※市内文化財関係団体（50 音順） 

東かがわ市文化財保護協会、東かがわ市歴史民俗資料館友の会、東かがわ歴史研究会、

引田まち並みガイドの会、昔を知ろう会　

 
今後の取組

整理作業の優先順位などを参加者が協議し、主体的に整理作業を行っている。今後

も継続的に取り組む。

 事業名 

（所管課）

文化財ガイド養成事業 

（生涯学習課）

 
事業内容

市内にある各種文化財を案内できるようガイドを養成する。特に来訪者が多い国史

跡引田城跡については、引田城跡ハイキングガイドを実施する。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市内・県内の個人・団体を中心に、14 件 35 人の申し込みがあり、延べ 14 人のガ

イドが国史跡引田城跡を案内した。 

市内文化財関係団体合同研修を開催し、引田城跡や引田のまち並みへの理解を深め

た。 

（事業費：28 千円）

 
今後の取組 他団体との交流や情報交換を進め、ガイド自身のスキルアップや後継者育成を図る。
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 事業名 

（所管課）

ジオパーク構想推進事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

本市の国指定天然記念物である鹿浦越のランプロファイヤ岩脈、絹島及び丸亀島の

柱状節理の他引田不整合などのジオサイト（地質名所）の認知度が高まるよう啓発活

動を行う。また、讃岐ジオパーク構想推進準備委員会が進める、香川県全域を対象地

域とする「讃岐ジオパーク」の推進を図る。

 
令和７年度 

実 施 内 容

令和 5 年度から、讃岐ジオパーク構想推進準備委員会に地方自治体会員として加入

した（県内 16 市町、企業・団体会員 24 団体、個人会員 162 名が加入）。 

（事業費：30 千円）

 
今後の取組

讃岐ジオパーク構想推進準備委員会と連携し、同会と情報共有し東かがわ市のジオ

サイト（地質名所）の啓発に努める。

 事業名 

（所管課）

引田城跡保存活用計画策定事業 

（生涯学習課）

 

事業内容

国史跡引田城跡の保存活用を図り、市民への文化財の関心・理解が高められるよう

努める。引田城跡保存活用事業として、引田城跡保存活用計画策定を進める。 

　また、引田城をイメージしやすく子どもにも分かるビジュアルで歴史考証図を制作

し保存活用に努める。

 

令和７年度 

実 施 内 容

国指定史跡引田城跡保存活用計画に則って、国指定史跡引田城跡調査整備等委員会

を立ち上げ、大手・大手道の調査に着手。地中レーダ探査を実施し、埋設する礎石や

遺構面を確認した。 

香川元太郎氏に依頼していた歴史考証図について、作者急逝のため下絵段階であっ

たが、デジタル技術を用いて、往時の姿の再現に至った。 

（事業費：3,621 千円）

 
今後の取組

国指定史跡引田城跡保存活用計画を元に、史跡の認知度を高めるためのブラッシュ

アップを図る。

 事業名 

（所管課）

ふるさと教材活用事業 

（教育総務課）

 
事業内容 小学校３・４年生の社会科や総合的な学習の時間をはじめ、他の学年や他の教科に
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 またがって横断的にふるさと学習を行う。 

市内小学校長、教頭、教諭を持って組織する、ふるさと教材編集委員会を市教育委

員会に設置し、小学校３・４年生の社会科副読本の原稿及び指導書の作製、編集等の

作業を行う。

 

令和７年度 

実 施 内 容

市内各小学校において、社会科では、教科書で全国的、一般的な内容を押さえた上

で、自分たちのまちに目を向けた学習を行った。 

総合的な学習の時間では、ふるさとに関わるテーマを設定し、自分が住む地域の歴

史や伝統、文化、産業などから課題を見つけ、年間 35 時間を通して調べ学習をして、

新聞やレポート、プレゼンテーションなどで成果を発表した。 

市教委が作成していた社会科副読本をデジタル化し、市Ｗｅｂページ上に掲載した。

ふるさと教材編集委員だけでなく、地域おこし協力隊にも執筆を依頼することで内容

の充実を図った。 

（事業費：224 千円）

 
今後の取組

　各小学校においてふるさと学習を継続する。 

　季節や学校での学習内容に合わせて、ふるさと教材の記事を追加、更新していく。


